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⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業 
令和５（2023）年度中核機関・拠点機関委託業務 公募要領 

 
令 和 ５ (2023)年 ６ ⽉ １ ⽇ 

                                独⽴⾏政法⼈⽇本学術振興会 
 

I. 事業概要 
1. 背景・⽬的 

⽇本学術振興会（以下「振興会」という。）は、⼈⽂学・社会科学研究に係るデータを分野
や国を超えて共有・利活⽤する総合的な基盤を構築することにより、研究者がともにデータを
共有しあい、国内外の共同研究等を促進することを⽬指し、平成 30（2018）年度から５年間
のパイロット事業として「⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業」1

（以下「構築推進事業」という。）を実施しました。構築推進事業では、⼈⽂学・社会科学総
合データカタログ2（以下「JDCat」という。）を構築するとともに、公募により選定された５
つの拠点機関が、それぞれ運⽤するデータアーカイブ（リポジトリ等）についてメタデータ3

整備等を⾏い、当該メタデータを JDCat に掲載、公開する等の取組を実施しました。これによ
り、5 つの拠点機関のデータを横断的に検索することが可能となりました。 

「⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業」（以下「本事業」という。）で
は、構築推進事業の成果等を踏まえ、⼈⽂学・社会科学のデータ共有・利活⽤を促進するデー
タプラットフォーム等の基盤の充実・強化を図り、もってデータ分析に基づく⼈⽂学・社会科
学研究の発展、国内外の共同研究の促進等にさらに寄与することを⽬指します。 

 
2. 概要 

本事業では、上記の⽬的を達成するために、⼈⽂学・社会科学の研究に利⽤可能なデータを
保存し、国内外において共有する活動を推進します。そのために、「中核機関」と「拠点機
関」という⼆つの機関を置きます。 

「中核機関」は⼈⽂学・社会科学のデータアーカイブ（リポジトリ等）の運⽤に関する知識
や経験を持ち、構築推進事業において作り上げた JDCat を主体的に運⽤すると同時に、拠点機
関等4の関係機関5を取りまとめ、事業全体の運営について中⼼的役割を担います。 

 
1 事業の詳細については、「⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー構築推進事業の成果と今後の
展望（報告書）」（https://www.jsps.go.jp/file/storage/general/j-di/data/houkokusyo.pdf）を参照。 
2 https://jdcat.jsps.go.jp 
3 作成者、作成時期、データの概要など、データを説明する上で必要な情報。 
4 本事業の拠点機関と、構築推進事業の拠点機関のこと。 
5 本事業の拠点機関、構築推進事業の拠点機関、及び本事業、特にデータアーカイブ（リポジトリ等）の
運⽤に関⼼を持つ機関等のこと。 
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「拠点機関」は、⼈⽂学・社会科学の専⾨分野でデータの保存・共有等に取り組んできた実
績に基づき、既に所蔵するデータ及び他機関から受け⼊れるデータについて、メタデータを作
成し、JDCat へ提供することで、学術的に利⽤可能なデータのより⼀層の充実・強化に貢献し
ます。 

中核機関と拠点機関は、JDCat を中⼼とした⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャ
ー（以下「⼈社データインフラ」という。）の持続的・安定的な運営のため、データの⻑期保
存や利活⽤等に関する情報共有を相互に進めるほか、データアーカイブ（リポジトリ等）の運
⽤に関⼼を持つ他の機関等に対しても、JDCat へのメタデータ登録に必要な情報提供等を実施
していただきます。なお、本事業においては、別途振興会が業務委託するシステム担当機関
が、情報システムに関連した JDCat の運⽤と改良を担当し、中核機関と連携・協働して、拠点
機関等に対する技術的⽀援を⾏います。 

本公募要領では上記中核機関と拠点機関の公募及び委託業務について定めます。また、本事
業の取組は、振興会から研究機関6への委託業務（以下「本委託業務」という。）として実施し
ます。 

 

II. 公募内容について 
1. 応募対象 

本事業に応募できるのは、研究機関⼜は研究機関に設置される附置研究所及びこれに準ずる
研究センター等（以下「研究所等」という。）とします。 

「中核機関」については研究機関ごとに１件、「拠点機関」については研究所等ごとに１件
応募することができます。 

「中核機関」については同⼀研究機関内の複数の研究所等の連携による応募が可能です。ま
た、他研究機関も含めた複数の研究所等との連携による応募も可能ですが、この場合は代表と
なる研究機関のみ応募書類を提出してください。なお、研究所等による連携の枠組みを同⼀と
したまま、代表となる研究機関を変えて別途応募した場合は、重複応募とみなし、応募が無効
となる場合があります。 

また、研究機関が「中核機関」に応募する場合において、当該中核機関の業務を担当する研
究所等が、別途、「拠点機関」に応募することは可能ですが、「中核機関」に採択された場合、
「拠点機関」としては採択対象とはなりません。 

なお、本事業においては、構築推進事業の拠点機関は「中核機関」としてのみ応募すること
が可能です。 

 
2. 中核機関、拠点機関に求められる基本的要件  

（１）中核機関は、以下の内容を満たしていることが求められます。 

 
6 科学研究費補助⾦取扱規程（⽂部省告⽰）第２条に規定される研究機関。以下「研究機関」という。 
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① ⾃機関の データア ーカイブ （リポジ トリ等） 等と、JDCat との OAI-PMH 7 や
ResourceSync8等を介したメタデータ連携が⾏えること（仕様等については別添１参
照） 

② ⼈⽂学分野及び／もしくは社会科学分野に関する、⾃機関で作成もしくは他機関から
受託したデータについて、⼗分な蓄積があること 

③ ⼈⽂学分野及び／もしくは社会科学分野に関する、⾃機関で作成もしくは他機関から
受託したデータについて、保存、管理及び FAIR 原則9に基づく共有の実績があること。
また、それらについて、他機関への助⾔等の⽀援、情報共有及び海外との連携について
も実績があることが望ましい 

④ 上記③について、学会や研究会等における事例報告や研究等の実績があること 
⑤ 本事業を実施する際、⼈⽂学と社会科学の両分野についての専⾨家を配置するなど、

委託業務の取組の実施に求められる⼗分な管理能⼒を有する体制（事務組織による⼗
分な⽀援体制を含む。）を整え、研究所等として円滑な委託業務実施の⾒通しを確保で
きること 

⑥ 本委託業務終了後においても JDCat との連携を維持すること 
 

（２）拠点機関は、以下の内容を満たしていることが求められます。 
① ⾃機関のデータアーカイブ（リポジトリ等）等と、JDCat と の OAI-PMH や

ResourceSync 等を介したメタデータ連携が⾏えること（仕様等については別添１参照） 
② ⼈⽂学分野もしくは社会科学分野に関する、⾃機関で作成もしくは他機関から受託し

たデータについて、⼗分な蓄積があること 
③ ⼈⽂学分野もしくは社会科学分野に関する、⾃機関で作成もしくは他機関から受託し

たデータについて、保存、管理及び FAIR 原則に基づく共有の実績があること。また、
それらについて、他機関への助⾔等の⽀援、情報共有及び海外との連携についても実
績があることが望ましい 

④ 上記③について、学会や研究会等における事例報告や研究等の実績があること 
⑤ 委託業務の取組の実施に求められる⼗分な管理能⼒を有する体制（事務組織による⼗

 
7 OAI（Open Archives Initiative）が策定したメタデータ収集のプロトコル（Open Archives Initiative 
Protocol for Metadata Harvesting）のこと。 
8 OAI-PMH の後継規格として策定が進められているメタデータ収集のプロトコルのこと。 
9 データを共有するための基準となる国際的な原則（FAIR Data Principles）。「FAIR」は「Findable（⾒つ
けられる）」「Accessible（アクセスできる）」「Interoperable（相互運⽤できる）」「Re-usable（再利⽤でき
る）」の略で、データ公開の適切な実施⽅法を表現しており、本原則に準拠したデータを作成する機運が国
際的に⾼まっている。詳細は「データ共有の基準としての FAIR 原則」
https://DOI.org/10.18908/a.2018041901 を参照。 
なお、公開データでなくとも FAIR 原則は適⽤可能である。詳細は https://www.go-
fair.org/resources/faq/ask-question-difference-fair-data-open-data/を参照。 
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分な⽀援体制を含む。）を整え、研究所等として円滑な委託業務実施の⾒通しを確保で
きること 

⑥ 本委託業務終了後においても JDCat との連携を維持すること 
 
3. 事業対象データの範囲 

本事業が対象とするデータの範囲は、⽇本に関連する⼈⽂学・社会科学分野の研究に資す
る、⼜は資することが期待される電磁的記録とします。 

 
4. 実施期間、経費等 

中核機関及び拠点機関の実施期間等の概要は下表のとおりです。 
項⽬ 中核機関 拠点機関 
実施期間 令和 5(2023)年 10 ⽉ 1 ⽇（予定）〜令和 10(2028)年 3 ⽉ 31 ⽇ 
１件当たりの実施
経費（※１） 

令和 5(2023)年度 
2,000 万円以下 
令和 6(2024)年度以降 
4,000 万円以下 
総額 1 億 8,000 万円以下 

令和 5(2023)年度 
1,000 万円以下 
令和 6(2024)年度以降 
2,000 万円以下 
総額 9,000 万円以下 

採択予定件数 １件 １〜２件 
※１ ⼀会計年度当たり、実施経費（直接経費）の 30％が間接経費として措置されます（外枠）。な

お、最終的な委託費の額は、予算の状況等を勘案して決定します。  
5. 取組内容 

（１）取組内容の概要 
中核機関及び拠点機関の取組内容の概要は下表のとおりです。 

中核機関 拠点機関 
ア．JDCat との連携 

イ．他機関のデータ受⼊や受託 
ウ．データ利活⽤の促進※ 

エ．JDCat の運⽤・改修、メタデータ
スキーマ10や統制語彙の妥当性に係
る継続的な検討等 

キ．中核機関との連携 

オ．「データ共有のための⼿引き」の
妥当性に係る継続的な検討等 

 

カ．拠点機関との連携及び関係機関と
の調整 

 
10 データについて具体的に何を記述するべきかを定めたルールのこと。 
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※取組ウは中核機関と拠点機関で求められる内容が異なります。（「（２）取組の具体的
内容」を参照） 

 
・中核機関は取組ア〜カを、拠点機関は取組ア〜ウ、キをすべて⾏っていただきます。 
・取組ア、イは中核機関と拠点機関で共通しています。 
・取組ア〜ウは JDCat のデータの充実等を⽬指す取組です。（拠点機能） 
・取組エ〜カは中核機関独⾃の取組となり、関係機関を取りまとめながら⼈社データイ

ンフラの強化を⽬指す取組です。（中核機能） 
・取組の実施に当たっては、振興会が中⼼となって⾏う取組にも連携協⼒することを求

めます。 
 

（２）取組の具体的内容 
★がついているものについては必ず⾏ってください。 
【中核機関と拠点機関で共通の取組】 

ア．JDCat との連携 
⾃機関のデータアーカイブ（リポジトリ等）等に蓄積されたデータのメタデ

ータを OAI-PMH や ResourceSync 等を介して JDCat に継続的に掲載される
ようにしてください。JDCat に⾃機関等のデータを掲載する際、メタデータの
作成は JDCat メタデータスキーマと統制語彙に従っていただきます。（別添２
−１参照）また、JDCat メタデータ収集仕様については別添１を参照してくだ
さい。 
※具体的な取組例 
・メタデータの作成および JDCat への掲載★ 
・JDCat との連携のためのシステム関連の調整★ 

 
イ．他機関のデータ受⼊や受託 

他機関のデータの寄託を積極的に受け⼊れてください。なお、受⼊データの
基準は各研究機関・研究所等の基準や⽅針に則って決定してください。 

 
【中核機関の取組】 
ウ．データ利活⽤の促進 

研究者の間でデータの共有・利活⽤についての⽂化の成熟度を⾼め、データ
の⼆次利⽤や寄託が定着するための、データ利活⽤の促進に資する取組を⾏っ
てください。特に、JDCat の利⽤者が、JDCat に掲載されたデータを⽤いたデ
ータ駆動型研究を⾏う、または、JDCat に掲載されたデータを⽤いて国内外の
研究者と共同研究を⾏うことを⽀援する取組を⾏ってください。 

なお、本事業の広報活動もこの取組に含まれます。広報活動の際には、⾃機関
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の取組だけでなく、拠点機関の取組も含めた集約的な本事業の広報活動も⾏っ
てください。 
※具体的な取組例 
・JDCat の国内外への周知★ 
・ホームページや国内外の学会、シンポジウム等での情報発信★ 
・国内外のデータアーカイブ（リポジトリ等）やコミュニティの動向調査★ 
・広報物（ホームページ・パンフレット・動画等）の作成・公開・配布 
・学術記事等の執筆 
・研究者に向けたデータマネジメントプラン（DMP）やデータ利活⽤について

のセミナーの開催 
・データ駆動型研究を⽀援するツールの開発・提供 
・データを活⽤した研究発表 
・海外の研究者や研究機関への広報 

 
エ．JDCat の運⽤・改修、メタデータスキーマや統制語彙の妥当性に係る継続的な

検討等 
本事業のシステム担当機関と連携して、⼈⽂学・社会科学分野の観点から、

JDCat をより使いやすくするための運⽤・改修に関する検討等を⾏ってくださ
い。 

また、国内外や JDCat にデータを連携している機関の状況に合わせ、JDCat
の基本となる JDCat メタデータスキーマや統制語彙の妥当性に係る継続的な検
討を実施し、変更・更新の必要がある場合は、必ず JDCat とデータアーカイブ
（リポジトリ等）を連携させている機関（構築推進事業の拠点機関を含む。）
及びシステム担当機関等と検討した上で振興会に情報共有を⾏ってください。
加えて、振興会が変更・更新作業が必要と判断した場合は、変更案・更新案の
作成等に協⼒してください。 
※具体的な取組例 
・追加データや仕様変更、メンテナンス情報等の周知★ 
・仕様の改良に関する検討★ 
・ユーザビリティの把握★ 
・国内外機関のデータカタログに関連した情報収集★ 
・メタデータスキーマ、統制語彙についての定期的な情報収集★ 
・JDCat メタデータスキーマ及び統制語彙の妥当性に係る継続的な検討★ 

 
オ．「データ共有のための⼿引き」の妥当性に係る継続的な検討等 

振興会が構築推進事業で策定した「⼈⽂学・社会科学におけるデータ共有の
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ための⼿引き」11（以下「⼿引き」という。）について、各分野や国内外の状況を
踏まえ、⼿引きの妥当性を継続的に検討し、改訂・追補の必要がある場合は、拠
点機関等と検討した上で振興会に情報共有を⾏ってください。また、振興会が
改訂・追補作業が必要と判断した場合は、⼿引きの改訂案・追補案の作成等に協
⼒してください。 
※具体的な取組例 
・策定から５年が経過する令和 8（2026）年 11 ⽉を⽬途に、⼿引きの改訂・

追補が必要か否かを、国内外の状況に応じた調査結果に基づき、振興会に報
告する（ただし、令和 8（2026）年 11 ⽉以前に改訂・追補を⾏った場合は
⾏わないことがある。）。★ 

 
カ．拠点機関との連携及び関係機関との調整 

上記ウ〜オについて、中核機関として本事業の中⼼を担い、⼈社データイン
フラの強化に資する取組を⾏ってください。特に拠点機関とは、⼗分な情報共
有の場を持つ等、密接に連携を取ってください。 

また、海外機関との連携も積極的に⾏ってください。 
※具体的な取組例 
・関係機関との定期的な連絡会議の実施★ 
・拠点機関や有識者との⽅針検討に関する会議の実施★ 
・拠点機関に対するデータ利活⽤についての情報提供 

 
【拠点機関の取組】 

ウ．データ利活⽤の促進 
研究者の間でデータの共有・利活⽤についての⽂化の成熟度を⾼め、データ

の⼆次利⽤や寄託が定着するための、データ利活⽤の促進に資する取組を⾏っ
てください。特に、JDCat の利⽤者が、JDCat に掲載されたデータを⽤いたデ
ータ駆動型研究を⾏う、または、JDCat に掲載されたデータを⽤いて国内外の
研究者と共同研究を⾏うことを⽀援する取組を⾏ってください。なお、本事業
の広報活動もこの取組に含まれます。 
※具体的な取組例 
・ホームページや国内外の学会、シンポジウム等での情報発信★ 
・広報物（ホームページ・パンフレット・動画等）の作成・公開・配布 
・学術記事等の執筆 
・研究者に向けたデータマネジメントプラン（DMP）やデータ利活⽤について

のセミナーの開催 

 
11 https://www.jsps.go.jp/j-di/guide.html 
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・データ駆動型研究を⽀援するツールの開発・提供 
・データを活⽤した研究発表 
・海外の研究者や研究機関への広報 
・国内外のデータアーカイブ（リポジトリ等）やコミュニティの動向調査 

 
キ．中核機関との連携 

中核機関とは⼗分な情報共有を図る等、密接に連携を取ってください。 
※具体的な取組例 
・中核機関が実施する定期的な連絡会議への参加★ 
・中核機関に対するデータ利活⽤に関する情報提供 

 
6. 実施体制 

本事業において、中核機関及び拠点機関は、⾃研究機関（拠点機関においては⾃研究所等）
に所属する者の中から業務主任者を設定するとともに、その他、本事業の実施に必要な者を参
画させることとします。ただし、委託費から業務主任者の⼈件費を⽀出することはできませ
ん。 

 
〇業務主任者：本事業に係る取組を総括し、実施に係る責任を有する者 

 
【本事業の実施に必要な者の例】 

〇 データアーカイブ（リポジトリ等）の運⽤を担い、データの受け⼊れや利活⽤などに関
して研究者の⽀援を⾏う分野の専⾨家 

〇 受け⼊れたデータのメタデータを作成し、データに付加価値をつけて国際的に流通させ
るために必要なデータライブラリアン、アーキビスト、データキュレーターなど 

 
中核機関は、⼈⽂学及び社会科学分野の両⽅について、本事業に係る業務が⾏える体制を整

えるものとします。業務主任者以外の参画者については、必ずしも⾃研究機関の専任職員であ
る必要はありません。 

なお、競争的研究費等に係る研究活動における不正⾏為⼜は不正使⽤により、振興会、⽂部
科学省等から応募資格の停⽌措置を受けている研究者については、本事業に参画することはで
きません。 

 

III. 応募について 
1. 応募⽅法 

本事業への応募は、振興会が⽤意する応募フォームにより⾏っていただきます。下記の応募
に必要な書類を提出期限までに、業務主任者の所属する研究機関を通じて振興会に提出してく
ださい。なお、業務主任者からの直接の応募は受け付けません。 
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提出⽅法の詳細については、「3. 応募フォームを利⽤した応募書類の提出等について」を参
照してください。 
（１）応募に必要な書類（実施計画提案書） 

実施計画提案書は、振興会のホームページ（https://www.jsps.go.jp/j-
di2/koubo.html）にて、ダウンロードしてください。 

 （２）提出期限 
令和５（2023）年７⽉ 20 ⽇（⽊）17：00（厳守） 
上記期限を過ぎた場合は受理できませんので、⼗分余裕を持って提出してください。 

（３）応募の流れ 
【業務主任者】 
振興会のホームページにアクセスし、所定の様式をダウンロード 
https://www.jsps.go.jp/j-di2/koubo.html 
↓ 
【業務主任者】 
所定の様式により実施計画提案書の作成 
↓ 
【業務主任者】 
実施計画提案書を所属研究機関に提出 
↓ 
【所属研究機関】 
振興会にメールで応募希望の旨を連絡し、応募フォームの URL を受け取る 
＜メール送付期限（令和５年（2023）年７⽉ 20 ⽇（⽊）12:00）＞ 
↓ 
【所属研究機関】 
応募フォームに応募情報を⼊⼒した上、実施計画提案書ファイルをアップロードし
て、提出 
＜提出期限（令和５（2023）年７⽉ 20 ⽇（⽊）17：00）＞ 

 
2. 応募書類提出後スケジュール 

以下には、現時点のスケジュールを掲載していますが、採否通知の時期も含め変更が⽣じる
可能性があります。スケジュールに変更が⽣じた場合は振興会のホームページ等で周知しま
す。 

令和５（2023）年７⽉〜８⽉   審査期間 
８⽉末     採否通知 
９⽉中     業務委託契約の締結 
１０⽉１⽇   委託業務開始 
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3. 応募フォームを利⽤した応募書類の提出等について 
（１）応募フォームについて 

応募フォームは、応募を希望する研究機関のみにメールで URL をお知らせいたしま
す。応募することとなった業務主任者の所属研究機関は、令和５（2023）年７⽉ 20 ⽇
（⽊）１２時までに振興会（di-hs@jsps.go.jp）へメールで応募する旨をご連絡ください。
なお、応募に関する連絡及び応募書類の提出等は、所属研究所等ではなく所属研究機関
の本部が⾏ってください。 

（２）応募フォームを利⽤した応募⽅法 
本事業への応募は応募フォームを通じて⾏っていただきます。応募フォームに以下の

項⽬を⼊⼒してください。  
 

【研究機関・事務担当者の情報】 
□研究機関名 
□科研費機関番号 

  □事務担当者 ⽒名 
※業務主任者ではなく、採択後に⽇本学術振興会との連絡窓⼝となる事務担

当者の⽒名を記⼊してください。 
□事務担当者 所属部署 
□事務担当者 役職 
□事務担当者 連絡先（電話番号・メールアドレス） 
□事務担当者 郵便番号・住所 

【申請する委託業務】 
「中核機関」、「拠点機関」から１つ選択してください。 

【ファイルの添付】 
□実施計画提案書 

「ファイルを選択」から実施計画提案書（PDF形式）をアップロードしてく
ださい。 

□実施経費内訳 
「ファイルを選択」から実施経費内訳（Excel形式）をアップロードしてく
ださい。 

【中核機関への応募】 
□事業に参画する研究所等名①〜③及び学問分野①〜③ 

「学問分野」は各研究所等が主に所掌する「⼈⽂学」、「社会科学」、「その
他」から１つ選択してください。 
①に⼊⼒する研究所等名は必ず⾃機関にしてください 

【拠点機関への応募】 
□研究所等名及び学問分野 

「学問分野」は研究所等が主に所掌する「⼈⽂学」、「社会科学」、「その他」
から１つ選択してください。 

□中核機関としての応募 
「代表機関として応募予定」、「他機関が代表機関として応募予定」「応募し
ない」から１つ選択してください。 
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（３）中核機関及び拠点機関の両⽅への応募について 
中核機関及び拠点機関の両⽅へ応募する場合は、各実施計画提案書及び実施経費内訳

を作成し、個別に応募してください。 
（４）注意事項 

①応募に当たっては、応募情報のWeb⼊⼒と実施計画提案書（PDF形式）及び実施経費
内訳（Excel形式）の添付が必要です。アップロードできるファイル数は各１ファイ
ルで、最⼤容量は約１０MBです。ファイル中に画像データを使⽤する場合はファイ
ルサイズに注意してください。やむを得ず上限値を超える場合は、アップロードする
前に振興会（di-hs@jsps.go.jp）に問い合わせてください。 

②フォームの⼊⼒内容及び応募書類に不備等がある場合は、審査対象とはなりませんの
で、公募要領及び実施計画提案書・記⼊要領等を熟読のうえ、注意して記⼊してくだ
さい（実施計画提案書のフォーマットは変更しないでください。）。 

③ 応募書類の提出後に、フォームの⼊⼒内容及び応募書類の訂正、再提出等を⾏うこと
はできません。 

 

IV. 審査・評価について 
1. 審査 

本公募の審査は、⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業委員会（以下「事
業委員会」という。）で⾏います。審査は⾮公開で⾏い、応募書類をもとに、「書⾯審査」と「合
議審査」の２段階で選定します。 

選定結果を踏まえ、振興会が最終的な採否を決定し、⽂書で通知します（令和 5(2023)年８⽉
末頃予定）。 

 
2. 具体的な審査⽅法等 

具体的な審査⽅法等については、「⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー強化事
業（中核機関・拠点機関） 審査要項」を参照してください。 

 
3. 評価 

委託業務期間の３年度⽬に中間評価を⾏うとともに、５年度⽬に最終評価を⾏います。評価
結果については、振興会のホームページで公表します。 

なお、中間評価の結果に基づき、必要に応じて４年度⽬以降の業務実施計画書の内容につい
て⾒直しを求める場合や、業務を委託しない場合があります。 
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V. 業務委託契約の締結等 
1. 業務委託契約の締結について 

（１）業務委託契約の締結 
振興会と中核機関に採択された研究機関及び拠点機関に採択された研究所等が所属す

る研究機関（以下「採択研究機関」という。）にて業務委託契約を締結し、本事業を実
施していただきます。契約期間は、令和 5（2023）年 10 ⽉から令和 6（2024）年 3 ⽉
とし、特段の事情の変更がない限り、令和９（2027）年度まで、年度ごとに契約を更新
します。 

契約を締結するに当たり、採択研究機関は業務実施計画書を提出するものとし、その
内容が双⽅の合意に⾄らない場合は、採択が取消しとなることがあります。 

（２）委託費について 
振興会は、本事業の実施等に係る経費として、毎年度、委託費を⽀払います。委託費

は、実施経費（直接経費）及び間接経費から構成されます。実施経費は、本事業の実施
に必要となる物品費、⼈件費・謝⾦、旅費、その他の経費として使⽤することができま
す。実施経費及び間接経費については、「委託費の経理管理について」（別添３-1）及び
府省共通経費取扱区分表（別添３-2）を参考として適切に経理管理を⾏ってください。 

（３）再委託について 
振興会は、中核機関が他の研究機関と連携して本事業を実施する場合も、採択研究機

関のみと業務委託契約を締結します。採択研究機関は、連携して本事業を実施する機関
との間で、本委託契約の⼀部を委託する再委託契約を締結するとともに、当該再委託先
における事業の進捗状況及び事業に要する経費について管理してください。 

 
2. 委託業務の成果について 

（１）委託業務実績報告書の提出（毎年度） 
本委託契約においては、各会計年度終了後に「委託業務実績報告書」を提出していただ

きます。 
（２）委託業務成果報告書の提出（委託期間終了後） 

本委託契約においては、期間終了後に「委託業務成果報告書」（⽇本語版・英語版）を
提出していただきます。「委託業務成果報告書」については、振興会のホームページにて
公開します。 
 

3. 委託業務の終了について 
次のいずれかに該当した場合は、委託を終了する場合があります。 
・委託業務を受託する研究機関に事情の変更があり、委託業務の遂⾏が困難となった場合 
・委託業務期間内において、６ヶ⽉以上委託業務が中断されていると判断された場合 
・委託の⽬的に合致した業務が遂⾏されていないと判断された場合 
・法令違反、不正⾏為（捏造、改ざん、盗⽤）や指導的⽴場を利⽤したハラスメント等の⾮違
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⾏為、あるいは経費の不正な使⽤等が認められた場合（なお、この場合、経費の⼀部もしく
は全部の返還等のしかるべき措置を⾏う。） 
 

4. その他 
（１）本事業の取組で⽣じたトラブル等については、委託業務の遂⾏に⽀障がないよう委託業

務を受託する機関で対処してください。 
（２）⼈⽂学・社会科学分野に関するデータについて、作成、保存、管理、共有する際には、著

作権等の権利問題が発⽣する可能性があることに⼗分注意してください。権利の帰属に
ついては、我が国の法規を遵守してデータ作成者とデータの受⼊機関等で取り決めるも
のとし、振興会は関与しません。知的財産権の帰属について、予め規定等により定めてく
ださい。  

（３）本事業の経費は各研究機関等で⽀出すべき取組には⽀出できません。各研究機関等の取
組と切り分けることが難しい場合は、本事業に関連する部分のみ予算を按分するといっ
た対応を⾏ってください。 

（４）その他、「中核機関」及び「拠点機関」の取組に関し、疑義等が⽣じた場合は、振興会
と協議の上、解決するものとします。 

 

VI. その他、事業実施に当たっての留意事項等 
1. 不正使⽤及び不正受給への対応 

本事業に関する委託費の不正な使⽤及び不正な受給（以下「不正使⽤等」という。）につい
ては、以下のとおり厳格に対応します。 
（１）委託費の不正使⽤等が認められた場合の措置 

① 契約の解除等の措置 
不正使⽤等が認められた委託業務について、委託契約の解除・変更を⾏い、委託費

の全部⼜は⼀部の返還を求めます。また、次年度以降の契約についても締結しないこ
とがあります。 

 
② 申請及び参加※1 資格の制限等の措置 

本事業の委託費の不正使⽤等を⾏った研究者（共謀した研究者も含む。（以下「不
正使⽤等を⾏った研究者」という。））や、不正使⽤等に関与したとまでは認定されな
かったものの善管注意義務に違反した研究者※2 に対し、不正の程度に応じて下表の
とおり、本事業への申請及び参加資格の制限措置、もしくは厳重注意措置をとりま
す。 

また、他府省を含む他の競争的研究費の担当に当該不正使⽤等の概要（不正使⽤等
をした研究者名、事業名、所属機関、委託業務名、予算額、委託業務年度、不正等の
内容、講じられた措置の内容等）を提供する場合があります。 
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（※１）「申請及び参加」とは、本事業への応募を⾏うこと、関係者として本事業に参
加することを指す。 

（※２）「善管注意義務に違反した研究者」とは、不正使⽤等に関与したとまでは認定
されなかったものの、善良な管理者の注意をもって事業を⾏うべき義務に違反
した研究者のことを指す。 

 

不正使⽤及び不正
受給に係る応募制
限の対象者 

不正使⽤の程度 

応募制限期間※3

（原則、補助⾦等
を返還した年度の

翌年度から） 

１．不正使⽤を⾏
った研究者及びそ
れに共謀した研究
者 

（１）個⼈の利益を得るための私的流⽤  １０年 

（２） 
（１）以外 

① 社会への影響が⼤き
く、⾏為の悪質性も⾼
いと判断されるもの 

 ５年 

② ①及び③以外のもの  ２〜４年 
③ 社会への影響が⼩さ

く、⾏為の悪質性も低
いと判断されるもの 

 １年 

２．偽りその他不
正な⼿段により競
争的研究費等※４
を受給した研究者
及びそれに共謀し
た研究者 

  ５年 

３．不正使⽤に直
接関与していない
が善管注意義務に
違反して使⽤を⾏
った研究者 

 

善管注意義務を有
する研究者の義務
違反の程度に応
じ、上限２年、下
限１年 

（※３）以下の場合は申請及び参加資格を制限せず、厳重注意を通知する。 
      ・表中１.において、社会への影響が⼩さく、⾏為の悪質性も低いと判断され、か

つ不正使⽤額が少額な場合 
・表中３.において、社会への影響が⼩さく、⾏為の悪質性も低いと判断された

場合 
（※４）競争的研究費等とは、⽂部科学省⼜は⽂部科学省が所管する独⽴⾏政法⼈か

ら配分される競争的研究費を中⼼とした公募型資⾦を指す。 
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③ 不正事案の公表について 
本事業において、委託費の不正使⽤等を⾏った研究者や、善管注意義務に違反した

研究者のうち、本事業への申請及び参加資格が制限された研究者については、当該不
正事案の概要（研究機関名、不正が⾏われた年度、不正の内容、不正に⽀出された委
託費の額、不正に関与した研究者数など）について、⽂部科学省において原則、公表
することとします。 

また、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に
おいては、調査の結果、不正を認定した場合、研究機関は速やかに調査結果を公表す
ることとされていますので、各機関においては同ガイドラインを踏まえて適切に対応
してください。 
※現在⽂部科学省において公表している不正事案の概要については、以下のウェブサ

イトを参照してください。 
https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm 

 
2. 他の競争的研究費制度で申請及び参加資格の制限が⾏われた研究者に対する措置 

他府省を含む他の競争的研究費制度（※）において、研究費の不正使⽤等により制限が⾏われ
た研究者については、他の競争的研究費制度において応募資格が制限されている期間中、本事
業への申請及び参加資格を制限します。 

「他の競争的研究費制度」について、令和５（2023）年度以降に新たに公募を開始する制度
も含みます。なお、令和４（2022）年度以前に終了した制度においても対象となります。 
（※）現在、具体的に対象となる制度については、以下のウェブサイトを参照してください。 

  https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/ 
 

3. 研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確
保 
我が国の科学技術・イノベーション創出の振興のためには、オープンサイエンスを⼤原則と

し、多様なパートナーとの国際共同研究を今後とも強⼒に推進していく必要があります。同時
に、近年、研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクにより、開放性、透明性といっ
た研究環境の基盤となる価値が損なわれる懸念や研究者が意図せず利益相反・責務相反に陥る
危険性が指摘されており、こうした中、我が国として国際的に信頼性のある研究環境を構築す
ることが、研究環境の基盤となる価値を守りつつ、必要な国際協⼒及び国際交流を進めていく
ために不可⽋となっています。 

そのため、⼤学・研究機関等においては、「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリ
スクに対する研究インテグリティの確保に係る対応⽅針について（令和３年４⽉ 27 ⽇ 統合イ
ノベーション戦略推進会議決定）」を踏まえ、利益相反・責務相反をはじめ関係の規程及び管
理体制を整備し、研究者及び⼤学・研究機関等における研究の健全性・公正性（研究インテグ
リティ）を⾃律的に確保していただくことが重要です。 
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4. 関係法令等に違反した場合の措置 

委託業務を実施するに当たり、関係法令・指針等に違反した場合は、当該法令等に基づく処
分・罰則の対象となるほか、委託業務の終了や、採択が取消しとなることがあります。 
 

5. 府省共通経費取扱区分表について 
本事業では、競争的研究費において共通して使⽤することになっている府省共通経費取扱区

分表に基づき、費⽬構成を設定していますので、経費の取扱いについては別添３-2 の府省共通
経費取扱区分表を参照してください。 

 
6. 費⽬間流⽤について 

費⽬間流⽤については、振興会の承認を経ずに流⽤可能な範囲を、直接経費総額の 50％以内
としています。 

 
7. 間接経費に係る領収書の保管について 

間接経費の配分を受ける研究機関においては、間接経費の適切な管理を⾏うとともに、間接
経費の適切な使⽤を証する領収書等の書類を、委託業務完了の年度の翌年度から５年間適切に
保管してください。 

 
8. 安全保障貿易管理について（海外への技術漏洩への対処） 

研究機関では多くの最先端技術が研究されており、特に⼤学では国際化によって留学⽣や外
国⼈研究者が増加する等により、先端技術や研究⽤資材・機材等が流出し、⼤量破壊兵器等の
開発・製造等に悪⽤される危険性が⾼まってきています。そのため、研究機関が当該委託研究
を含む各種研究活動を⾏うにあたっては、軍事的に転⽤されるおそれのある研究成果等が、⼤
量破壊兵器の開発者やテロリスト集団など、懸念活動を⾏うおそれのある者に渡らないよう、
研究機関による組織的な対応が求められます。  

⽇本では、外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）（以下「外為法」という。） 
に基づき輸出規制 （※１） が⾏われています。したがって、外為法で規制されている貨物や技
術を輸出（提供）しようとする場合は、原則として、経済産業⼤⾂の許可を受ける必要がありま
す。外為法をはじめ、国の法令・指針・通達等を遵守してください。関係法令・指針等に違反
し、研究を実施した場合は、法令上の処分・罰則に加えて、委託業務の終了や、採択を取り消す
ことがあります。  

 
※１ 現在、我が国の安全保障輸出管理制度は、国際合意等に基づき、主に①炭素繊維や数値

制御⼯作機械などある⼀定以上のスペック・機能を持つ貨物（技術）を輸出（提供）しよう
とする場合に、原則として、経済産業⼤⾂の許可が必要となる制度（リスト規制）と②リス
ト規制に該当しない貨物（技術）を輸出（提供）しようとする場合で、⼀定の要件（⽤途要
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件・需要者要件⼜はインフォーム要件）を満たした場合に、経済産業⼤⾂の許可を必要とす
る制度（キャッチオール規制）の 2 つから成り⽴っています。  

 
貨物の輸出だけではなく技術提供も外為法の規制対象となります。リスト規制技術を⾮居住

者（特定類型（※２）に該当する居住者を含む。）に提供する場合や、外国において提供する場
合は、その提供に際して事前の許可が必要です。技術提供には、設計図・仕様書・マニュアル・
試料・試作品などの技術情報を、紙・メールや CD・DVD・USB メモリなどの記憶媒体で提供
することはもちろんのこと、技術指導や技能訓練などを通じた作業知識の提供やセミナーでの
技術⽀援なども含まれます。 

また、外国からの留学⽣の受⼊れや、共同研究等の活動の中にも、外為法の規制対象となり得
る技術のやりとりが多く含まれる場合があります。本委託事業を通じて取得した技術等を提供
しようとする場合、⼜は本委託事業の活⽤により既に保有している技術等を提供しようとする
場合についても、規制対象となる場合がありますのでご留意ください。 

 
※２ ⾮居住者の影響を強く受けている居住者の類型のことを⾔い、「外国為替及び外国貿

易法第 25 条第 1 項及び外国為替令第 17 条第 2 項の規定に基づき許可を要する技術を
提供する取引⼜は⾏為について」1.（3）サ①〜③に規定する特定類型を指します。 

 
経済産業省等のウェブサイトで、安全保障貿易管理の詳細が公開されています。詳しくは下

記を参照してください。  
○ 経済産業省：安全保障貿易管理（全般）  

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/ 
○ 経済産業省：安全保障貿易ハンドブック  

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf  
○ ⼀般財団法⼈安全保障貿易情報センター  

http://www.cistec.or.jp/index.html  
○ 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（⼤学・研究機関⽤）  

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri
03.pdf 

  ○外国為替及び外国貿易法第 25 条第 1 項及び外国為替令第 17 条第 2 項の規定に基づき許可
を要する技術を提供する取引⼜は⾏為について 
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t10kaisei/ekimu__tutatu.pdf 

 
9. 国際連合安全保障理事会決議第 2321 号の厳格な実施について 

平成 28 年 9 ⽉の北朝鮮による核実験の実施及び累次の弾道ミサイル発射を受け、平成 28 年
11 ⽉ 30 ⽇（ニューヨーク現地時間）、国連安全保障理事会（以下「安保理」という。）は、北
朝鮮に対する制裁措置を⼤幅に追加・強化する安保理決議第 2321 号を採択しました。これに関



18 
 

し、平成 29 年 2 ⽉ 17 ⽇付けで 28 受⽂科際第 98 号「国際連合安全保障理事会決議第 2321 号
の厳格な実施について（依頼）」が⽂部科学省より関係機関宛に発出されています。 

同決議主⽂ 11 の「科学技術協⼒」には、外為法で規制される技術に限らず、医療交流⽬的を
除くすべての協⼒が含まれており、研究機関が当該委託研究を含む各種研究活動等を⾏うにあ
たっては、本決議の厳格な実施に留意することが重要です。 

安保理決議第 2321 号については、以下を参照してください。 
○ 外務省：国際連合安全保障理事会決議第 2321 号 和訳（外務省告⽰第 463 号（平成 28 年

12 ⽉ 9 ⽇発⾏）） 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000211409.pdf 

 
10. 社会との対話・協働の推進について 

「国⺠との科学・技術対話」の推進について（基本的取組⽅針）（平成 22 年６⽉ 19 ⽇科学
技術政策担当⼤⾂及び有識者議員決定）においては、科学技術の優れた成果を絶え間なく創出
し、我が国の科学技術をより⼀層発展させるためには、科学技術の成果を国⺠に還元するとと
もに、国⺠の理解と⽀持を得て、共に科学技術を推進していく姿勢が不可⽋であるとされてい
ます。 

本事業に係る成果についても、上記の⽅針を踏まえて積極的に社会・国⺠に発信してくださ
い。 

（参考）「国⺠との科学・技術対話」の推進について（基本的取組⽅針） 
https://www8.cao.go.jp/cstp/stsonota/taiwa/taiwa_honbun.pdf  

 
11. 論⽂謝辞等における体系的番号の記載について 

本事業により得た成果を発表する場合は、本事業により助成を受けたことを表⽰してくださ
い。 

論⽂の Acknowledgment（謝辞）に、本事業により助成を受けた旨を記載する場合は「JSPS  
Program for Strengthening Data Infrastructure for the Humanities and Social Sciences Japan 
Grant Number 15 桁の体系的番号」を含めてください。論⽂投稿時も同様です。本事業の 15 桁
の体系的番号は、「JPJS003■■■■■■■■（8 桁の番号）」です。８桁の番号については、
採択後に研究機関へお知らせいたします。 

論⽂中の謝辞（Acknowledgment）の記載例は以下のとおりです。 
【英⽂】 

This work was supported by JSPS Program for Strengthening Data Infrastructure for the 
Humanities and Social Sciences Japan Grant Number JPJS003■■■■■■■■. 

【和⽂】 
本事業は、JSPS ⼈⽂学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業 JPJS003■■■■
■■■■の助成を受けたものです。 
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12. 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく
体制整備について 
本事業への応募、研究実施等に当たり、研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」（令和３年２⽉１⽇改正）※１の内容について遵守する必要
があります。 

研究機関においては、標記ガイドラインに基づいて、研究機関の責任の下、研究費の管理・監
査体制の整備を⾏い、研究費の適切な執⾏に努めていただきますようお願いします。ガイドラ
インに基づく体制整備状況の調査の結果、⽂部科学省が機関の体制整備等の状況について不備
を認める場合、当該機関に対し、⽂部科学省及び⽂部科学省が所管する独⽴⾏政法⼈から配分
される全ての競争的研究費等の間接経費削減等の措置を⾏うことがあります。 
（※１）「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」について

は、以下の⽂部科学省ウェブサイトを参照してください。 
https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1343904_21.htm  

 
13. 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」に基づく

「体制整備等⾃⼰評価チェックリスト」の提出について 
本事業の業務委託契約に当たり、業務主任者が所属する研究機関では標記ガイドラインに基

づく研究費の管理・監査体制を整備すること、及びその状況等についての報告書である「体制
整備等⾃⼰評価チェックリスト」（以下「チェックリスト」という。）を提出することが必要で
す。（チェックリストの提出がない場合の業務委託契約は認められません。） 

このため、令和５（2023）年４⽉ 1 ⽇以降、以下のウェブサイトの内容を確認の上、e-Rad か
ら令和 5 年度版チェックリストの様式をダウンロードし、必要事項を記⼊の上、令和５年９⽉
22 ⽇までに、⽂部科学省科学技術・学術政策局研究環境課競争的研究費調整室に、e-Rad を利
⽤して提出（アップロード）してください。 

なお、令和４年度版チェックリストを提出している研究機関は、上記にかかわらず業務委託
契約は認められますが、この場合は、令和５年度版チェックリストを令和５（2023）年 12 ⽉ 1
⽇までに提出してください。⽂部科学省及び⽂部科学省が所管する独⽴⾏政法⼈から競争的研
究費等の配分を受けない機関については、チェックリストの提出は不要です。 

チェックリストの提出⽅法の詳細については、以下の⽂部科学省ウェブサイトを参照してく
ださい。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1324571.htm  
 
※注意①：なお、提出には、e-Rad の利⽤可能な環境が整っていることが必須となります。e-

Rad への研究機関登録には通常２週間程度を要しますので、⼗分に注意してください。e-
Rad 利⽤に係る⼿続きの詳細については、以下のウェブサイトを参照してください。 
https://www.e-rad.go.jp/organ/index.html 

※注意②：⽂部科学省及び⽂部科学省が所管する独⽴⾏政法⼈から競争的研究費等の配分を
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受けて資⾦を管理している機関は、継続して管理している間、毎年度 12 ⽉ 1 ⽇までに 
チェックリストを提出することが必要です。 

 
なお、標記ガイドラインにおいて「情報発信・共有化の推進」の観点を盛り込んでいるため、

不正防⽌に向けた取組について研究機関のウェブサイト等に掲載し、積極的な情報発信を⾏っ
ていただくようお願いします。 

 
14. 「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」に基づく体制整備に

ついて 
研究機関は、本事業への応募及び研究活動の実施に当たり、「研究活動における不正⾏為への

対応等に関するガイドライン」（平成 26 年８⽉ 26 ⽇⽂部科学⼤⾂決定）※１を遵守すること
が求められます。 

標記ガイドラインに基づく体制整備状況の調査の結果、⽂部科学省が機関の体制整備等の状
況について不備を認める場合、当該機関に対し、⽂部科学省及び⽂部科学省が所管する独⽴⾏
政法⼈から配分される全ての競争的研究費の間接経費削減等の措置を⾏うことがあります。 
（※１）「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」については、以下の⽂   

部科学省ウェブサイトを参照してください。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351568.htm 

 
15. 「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」に基づく取組状況に

係るチェックリストの提出について 
本事業の業務委託契約に当たり、業務主任者が所属する研究機関は、「「研究活動における不

正⾏為への対応等に関するガイドライン」に基づく取組状況に係るチェックリスト」（以下「研
究不正⾏為チェックリスト」という。）を提出することが必要です。（研究不正⾏為チェックリ
ストの提出がない場合の業務委託契約は認められません。） 

このため、令和５（2023）年４⽉１⽇以降、以下のウェブサイトの内容を確認の上、e-Rad か
ら令和５年度版研究不正⾏為チェックリストの様式をダウンロードし、必要事項を記⼊の上、
令和５年９⽉ 22 ⽇までに、⽂部科学省科学技術・学術政策局研究環境課研究公正推進室に、e-
Rad を利⽤して提出（アップロード）してください。 

⽂部科学省及び⽂部科学省が所管する独⽴⾏政法⼈から予算の配分⼜は措置を受けて研究活
動を⾏う機関以外は、研究不正⾏為チェックリストの提出は不要です。 

研究不正⾏為チェックリストについては、以下の⽂部科学省ウェブサイトを参照してくださ
い。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1420301_00001.html 
※注意： なお、提出には、e-Rad の利⽤可能な環境が整っていることが必須となります。

e-Rad への研究機関登録には通常２週間程度を要しますので、⼗分に注意してください。
e-Rad 利⽤に係る⼿続きの詳細については、以下のウェブページを参照してください。 
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https://www.e-rad.go.jp/organ/index.html 
 
16. 「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライン」に基づく研究活動に

おける不正⾏為に対する措置について 
本事業において、研究活動における不正⾏為があった場合、以下のとおり厳格に対応します。 

（１）契約の解除等の措置 
本事業において、特定不正⾏為（捏造、改ざん、盗⽤）が認められた場合、事案に応じて、

業務委託契約の解除・変更を⾏い、委託費の全部⼜は⼀部の返還を求めます。また、次年
度以降の契約についても締結しないことがあります。 

（２）申請及び参加資格制限の措置 
本事業による研究論⽂・報告書等において、特定不正⾏為に関与した者や、関与したとま

では認定されなかったものの当該論⽂・報告書等の責任者としての注意義務を怠ったこと
等により、⼀定の責任があると認定された者に対し、特定不正⾏為の悪質性等や責任の程
度により、以下の表のとおり、本事業への申請及び参加資格の制限措置を講じます。 

また、申請及び参加資格の制限措置を講じた場合、⽂部科学省及び⽂部科学省所管の独
⽴⾏政法⼈が配分する競争的研究費制度等（以下「⽂部科学省関連の競争的研究費制度等」
という。）の担当、他府省及び他府省所管の独⽴⾏政法⼈が配分する競争的研究費制度（以
下「他府省関連の競争的研究費制度」という。）の担当に情報提供することにより、⽂部科
学省関連の競争的研究費制度等及び他府省関連の競争的研究費制度において、同様に、申
請及び参加資格が制限される場合があります。 

 
 

特定不正⾏為に係る応募制限の対象者 特定不正⾏為の程度 
応募制限期
間 

特定不正
⾏為に関
与した者 

１．研究の当初から特定不正
⾏為を⾏うことを意図してい
た場合など、特に悪質な者 

 １０年 

２．特定不
正⾏為があ
った研究に
係る論⽂等
の著者 

当該論⽂等の責
任を負う著者
（監修責任者、
代表執筆者⼜は
これらの者と同
等の責任を負う
と認定された
者） 

当該分野の研究の進展へ
の影響や社会的影響が⼤
きく、⼜は⾏為の悪質性
が⾼いと判断されるもの 

５〜７年 

当該分野の研究の進展へ
の影響や社会的影響が⼩
さく、⼜は⾏為の悪質性
が低いと判断されるもの 

３〜５年 

上記以外の著者  ２〜３年 
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３．１．及び２．を除く特定
不正⾏為に関与した者 

 ２〜３年 

特定不正⾏為に関与していないものの、
特定不正⾏為のあった研究に係る論⽂等
の責任を負う著者（監修責任者、代表執
筆者⼜はこれらの者と同等の責任を負う
と認定された者） 

当該分野の研究の進展へ
の影響や社会的影響が⼤
きく、⼜は⾏為の悪質性
が⾼いと判断されるもの 

２〜３年 

当該分野の研究の進展へ
の影響や社会的影響が⼩
さく、⼜は⾏為の悪質性
が低いと判断されるもの 

１〜２年 

 
（３）競争的研究費制度等及び基盤的経費で申請及び参加資格の制限が⾏われた研究者に対す

る措置 
⽂部科学省関連の競争的研究費制度等や国⽴⼤学法⼈、⼤学共同利⽤機関法⼈及び⽂部

科学省所管の独⽴⾏政法⼈に対する運営費交付⾦、私学助成⾦等の基盤的経費、他府省関
連の競争的研究費制度による研究活動の特定不正⾏為により申請及び参加資格の制限が⾏
われた研究者については、その期間中、本事業への申請及び参加資格を制限します。 

 
（４）不正事案の公表について 

本事業において、研究活動における不正⾏為があった場合、当該事案の内容（不正事  
案名、不正⾏為の種別、不正事案の研究分野、不正⾏為が⾏われた経費名称、不正事案の概
要、研究機関が⾏った措置、配分機関が⾏った措置等）について、⽂部科学省において原則 
公表します。また、標記ガイドラインにおいては、不正を認定した場合、研究機関は速やか
に調査結果を公表することとされていますので、各機関において適切に対応してください。 
http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360483.htm 

 
17. 研究倫理教育及びコンプライアンス教育の履修義務について 

本事業に参画する研究者等は、「研究活動における不正⾏為への対応等に関するガイドライ
ン」にて求められている研究活動における不正⾏為を未然に防⽌するための研究倫理教育及び
「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」にて求められているコンプライ
アンス教育を受講することになります。 

中核機関⼜は拠点機関に採択された後、業務委託契約⼿続きの中で、採択された研究機関等
は、本事業に参画する研究者等全員が研究倫理教育及びコンプライアンス教育を受講し、内容
を理解したことを確認したとする⽂書を提出することが必要です。 
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18. その他 
応募書類に含まれる個⼈情報については、「独⽴⾏政法⼈等の保有する個⼈情報の保護に関

する法律」及び振興会の「個⼈情報保護規程」に基づき厳重に管理し、本事業の業務のみに利
⽤します。 

なお、採択された委託業務に関する情報（事業実施予定期間、実施研究機関名、実施研究所
等名、業務主任者の⽒名・職名、予算額、研究所等としての⽬的、中核機関・拠点機関としての
役割及び本事業応募の意義等の概要、本委託業務の取組の実施体制及び実施計画の概要）につ
いては、「独⽴⾏政法⼈等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 13 年法律 140 号）第５
条第１号イに定める「公にすることが予定されている情報」であるものとし、委託業務実施機
関決定後に振興会のホームページ等において公開します。 

 
 

VII. 問合せ 
事業・応募に関する問合せは、⽇本学術振興会 研究事業部研究事業課企画・⼈社係にて受

け付けます。なお、審査状況、採否に関する問合せには⼀切回答できません。 
 

  独⽴⾏政法⼈⽇本学術振興会 研究事業部研究事業課企画・⼈社係 
   電話：03-3263-1106、4645 
     ※ 電話受付時間：⼟曜⽇、⽇曜⽇、国⺠の祝⽇及び年末年始（12 ⽉ 29 ⽇〜1 ⽉ 3 

⽇）、創⽴記念⽇（9 ⽉ 21 ⽇）を除く 
E-mail：di-hs@jsps.go.jp  
ホームページ：https://www.jsps.go.jp/j-di2/ 



別添１

JDCat メタデータ収集仕様 

JDCat はカタログ作成のため拠点機関から、OAI-PMH プロトコル1または ResourceSync プ

ロトコル2を用いて、DDI-Codebook3および JPCOAR スキーマ4で記述された JDCat メタデータ

5を収集しています。JDCat との連携を希望する機関（以下「連携機関」という。）は以下の連携

仕様を参照してください。

OAI-PMH プロトコルによる連携 

 JDCat は連携機関の以下情報を利用してOAI-PMH プロトコル経由でXML 形式のメタデー

タを収集することができます。

 OAI-PMH のエンドポイント URL（例: https://example.org/oai）

 Metadata Prefix 情報

 連携機関が DDI-Codebook による連携を希望する場合は ddi または oai_ddi25 を

指定してください。DDI-Codebook 2.5.1 に対応しています。

 連携機関が JPCOAR スキーマによる連携を希望する場合は jpcoar または

jpcoar_1.0 を指定してください。JPCOAR スキーマの 1.0.2 に対応しています。

 JDCat は setSpec に対応しています。部分的なメタデータ収集を希望する連携機関は Set 情

報を指定することができます。

DDI-Codebook 2.5.1 の例（一橋大学経済研究所）

<OAI-PMH xmlns="http://www.openarchives.org/OAI/2.0/" xmlns:xsi="http://www.w3.org/2001/XMLSchema-instance" 

xsi:schemaLocation="http://www.openarchives.org/OAI/2.0/ http://www.openarchives.org/OAI/2.0/OAI-PMH.xsd"> 

<responseDate>2022-12-01T09:24:58Z</responseDate> 

<request verb="GetRecord" identifier="oai:d-repo.ier.hit-u.ac.jp:02007025" metadataPrefix="ddi">https://d-repo.ier.hit-

u.ac.jp/oai</request> 

<GetRecord> 

<record> 

<header> 

<identifier>oai:d-repo.ier.hit-u.ac.jp:02007025</identifier> 

<datestamp>2022-05-22T23:58:05Z</datestamp> 

1 http://www.openarchives.org/OAI/openarchivesprotocol.html 

2 http://www.openarchives.org/rs/1.1/resourcesync 

3 https://ddialliance.org/Specification/DDI-Codebook/2.5/ 

4 https://schema.irdb.nii.ac.jp/ja/schema 

5 https://jdcat.jsps.go.jp/JDCatmetadata.html 
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</header> 

<metadata> 

<codeBook xmlns:dc="http://purl.org/dc/terms/"  

xmlns:fn="http://www.w3.org/2005/xpath-functions"  

xmlns:saxon="http://xml.apache.org/xslt"  

xmlns:xhtml="http://www.w3.org/1999/xhtml"  

xmlns:xs="http://www.w3.org/2001/XMLSchema"  

xmlns="ddi:codebook:2_5"  

xsi:schemaLocation="https://ddialliance.org/Specification/DDI-Codebook/2.5/XMLSchema/codebook.xsd"> 

<stdyDscr> 

<citation xml:lang="ja"> 

<titlStmt> 

<titl xml:lang="ja">JIP データベース 2015</titl> 

<IDNo agency="IER" xml:lang="ja">JIP2015</IDNo> 

<IDNo>10.50914/0002007025</IDNo> 

</titlStmt> 

<rspStmt> 

<AuthEnty xml:lang="ja">独立行政法人経済産業研究所</AuthEnty> 

<AuthEnty xml:lang="ja">一橋大学</AuthEnty> 

</rspStmt> 

<prodStmt> 

<fundAg xml:lang="ja">独立行政法人経済産業研究所「産業・企業生産性向上プログラム」</fundAg> 

<fundAg xml:lang="ja">一橋大学経済研究所</fundAg> 

</prodStmt> 

<distStmt> 

<distrbtr URI="https://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/" abbr="IER" xml:lang="ja" affiliation="Hitotsubashi University">

一橋大学経済研究所</distrbtr> 

</distStmt> 

<serStmt> 

<serName xml:lang="ja">JIP データベース</serName> 

</serStmt> 

<verStmt> 

<notes>jpn</notes> 

</verStmt> 

<biblCit xml:lang="ja">データをご利用の際は出所として、経済産業研究所・一橋大学経済研究所 JIP 2015 データベース

を利用した旨、明記して頂くようお願いします。また、本データを利用して論文を作成・発表される場合、差し支えなけれ

ば、コピーを一部お送りいただけるようお願いします。お問い合わせ先：一橋大学経済研究所 JIP データベース室(e-mail:jip-

info@ier.hit-u.ac.jp)</biblCit> 
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<holdings URI="https://doi.org/10.50914/0002007025"/> 

<holdings URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/records/2007025"/> 

</citation> 

<citation xml:lang="en"> 

<titlStmt> 

<titl xml:lang="en">JIP Database 2015</titl> 

<IDNo>10.50914/0002007025</IDNo> 

</titlStmt> 

<rspStmt> 

<AuthEnty xml:lang="en">The Research Institute of Economy, Trade and Industry</AuthEnty> 

<AuthEnty xml:lang="en">Hitotsubashi University</AuthEnty> 

</rspStmt> 

<prodStmt> 

<fundAg xml:lang="en">Research Institute of Economy, Trade and Industry “Raising Industrial and Firm Productivity 

Program”</fundAg> 

<fundAg xml:lang="en">Institute of Economic Research, Hitotsubashi University</fundAg> 

</prodStmt> 

<distStmt> 

<distrbtr URI="https://www.ier.hit-u.ac.jp/English/"  

abbr="IER" xml:lang="en" affiliation="Hitotsubashi University"> 

Institute of Economic Research, Hitotsubashi University</distrbtr> 

</distStmt> 

<serStmt/> 

<verStmt> 

<notes>jpn</notes> 

</verStmt> 

<biblCit xml:lang="en">When using the data, please indicate clearly that you used the JIP 2015 Database of the 

Research Institute of Economy, Trade and Industry, and IER, Hitotsubashi University as the source. If you wish to use 

the data to write or publish a paper, please send us a copy of the paper. For inquiries, please contact JIP Database Office, 

Institute of Economic Research, Hitotsubashi University (e-mail:jip-info@ier.hit-u.ac.jp)</biblCit> 

<holdings URI="https://doi.org/10.50914/0002007025"/> 

<holdings URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/records/2007025"/> 

</citation> 

<stdyInfo xml:lang="ja"> 

<subject> 

<topcClas  

vocab="CESSDA Topic Classification" 

 vocabURI="https://vocabularies.cessda.eu/urn/urn:ddi:int.cessda.cv:TopicClassification" xml:lang="ja"> 
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経済状況と経済指標</topcClas> 

</subject> 

<abstract xml:lang="ja">日本産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database、以下では JIP と略記）

2015 は、1970 年から 2012 年に関する、各部門別に全要素生産性（TFP）を推計するために必要な、資本サービス投入指

数と資本コスト、質を考慮した労働投入指数と労働コスト、名目および実質の生産・中間投入、TFP の上昇率を計算した成

長会計の結果、などの年次データから構成されている。 

今回の更新はいわば「簡易延長」であり、JIP 2014（2014 年 10 月 6 日付）と比較すると、カバーする期間は 2012 年まで

と 1 年 分 延 長 さ れ た が 、 推 計 の 基 本 的 な 方 法 や 部 門 数 （ 日 本 経 済 全 体 を カ バ ー す る 108 部 門

[https://www.rieti.go.jp/jp/database/d05_data/JIP-SNA.pdf]）は変更していない。またコントロール・トータルには、JIP 

2014 と同じく平成 12 年基準国民経済計算を使用している。2010 年以降の数値については、国民経済計算（平成 17 年基

準）では FISIM などが導入されるなどの変更が行われているが、現状では 1970 年まで遡及が困難であるため、平成 12 年

基準の系列を平成 17 年基準系列で簡易延長して推計している。推計方法や部門数は、総務省の最新の産業連関表・接続表

（平成 12-17-22 年接続産業連関表）が公表されると見込まれる 2016 年頃に再検討する予定である。 

2012 年は、2011 年 3 月の東日本大震災とその後の電力不足、秋のタイ大洪水によるグローバルな生産ネットワークの寸断、

などによる経済停滞から日本経済が緩やかに回復した年であった。それでも実質 GDP はリーマンショック前の 2007 年の

水準以下であった。今回公開する JIP 2015 は、この鈍い回復の年をカバーすることになる。</abstract> 

<sumDscr> 

<timePrd event="start">1970</timePrd> 

<timePrd event="end">2012</timePrd> 

<geogCover xml:lang="ja">日本</geogCover> 

<anlyUnit xml:lang="ja">時間単位</anlyUnit> 

<dataKind xml:lang="ja">データベース</dataKind> 

</sumDscr> 

</stdyInfo> 

<stdyInfo xml:lang="en"> 

<subject> 

<topcClas vocab="CESSDA Topic Classification"  

vocabURI="https://vocabularies.cessda.eu/urn/urn:ddi:int.cessda.cv:TopicClassification" xml:lang="en"> 

Economic conditions and indicators</topcClas> 

</subject> 

<abstract xml:lang="en">The Japan Industrial Productivity Database 2015 (JIP Database 2015) comprises, for the 

period 1970-2012, various types of annual data necessary for estimating total factor productivity (TFP) in 108 industries 

covering Japan's economy as a whole, including capital service input indices and capital costs, quality-adjusted labor 

service input indices and labor costs, nominal and real output and intermediate inputs, as well as growth accounting 

results, including estimates of TFP growth rates. 

The JIP Database 2015 extends the JIP Database 2014 (released on October 6, 2014) by one year to 2012, employing 

exactly the same estimation approach and industry classifications. Moreover, as in the JIP Database 2014, the 2000 

Benchmark Revision of the National Accounts is used for control totals. We plan to revise the estimation approach and 
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the industry classifications in 2016 based on the 2005 Benchmark Revision of the National Accounts. 

The global economic crisis triggered by the collapse of Lehman Brothers in September 2008 has posed severe challenges 

to the Japanese economy and economies around the globe. How TFP and employment have been affected by the global 

economic crisis is an issue that has attracted the interest of researchers worldwide. The JIP Database 2015 covers part 

of this period of crisis, and we hope that it will contribute to research on structural changes in inputs of factors of 

production and productivity.</abstract> 

<sumDscr> 

<timePrd event="start">1970</timePrd> 

<timePrd event="end">2012</timePrd> 

<geogCover xml:lang="en">Japan</geogCover> 

<anlyUnit xml:lang="en">Time Unit</anlyUnit> 

<dataKind xml:lang="en">database</dataKind> 

</sumDscr> 

</stdyInfo> 

<method xml:lang="ja"> 

<dataColl> 

<collMode xml:lang="ja">集計</collMode> 

</dataColl> 

</method> 

<method xml:lang="en"> 

<dataColl> 

<collMode xml:lang="en">Aggregation</collMode> 

</dataColl> 

</method> 

<dataAccs xml:lang="en"> 

<setAvail> 

<accsPlac URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/record/2007025/files/JIP2015_1.csv">産業連関表・資本・労働・成長会計

</accsPlac> 

<accsPlac URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/record/2007025/files/JIP2015_2.csv">資本-投資データ（資産別実質投資フロ

ー・資産別実質純資本ストック）</accsPlac> 

<accsPlac URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/record/2007025/files/JIP2015_IO.csv">産業連関表-内生部門中間投入行列

</accsPlac> 

<accsPlac URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/record/2007025/files/JIP2015_Kmatrix.csv">資本-投資・資産マトリックス

</accsPlac> 

<accsPlac URI="https://d-repo.ier.hit-u.ac.jp/record/2007025/files/8_definitions_jip2015.xlsx">変数表</accsPlac> 

<avlStatus>オープンアクセス</avlStatus> 

<avlStatus xml:lang="en">open access</avlStatus> 

</setAvail> 
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</dataAccs> 

</stdyDscr> 

</codeBook> 

</metadata> 

</record> 

</GetRecord> 

</OAI-PMH>

ResourceSync による連携 

 JDCat は ResourceSync を利用して XML 形式のメタデータ（JPCOAR スキーマ）を収集す

ることができます。ResourceSync による連携を希望する機関は以下情報をご覧ください。

 Resource List の URL

 Resource List は以下仕様に従ってください。

 ln 要素として以下の要素をリソース毎に定義してください。

 rel 属性: profile、href 属性: https://github.com/JPCOAR/schema/blob/master/1.0/

 rel 属性: describe、href 属性: ランディングページの URL

Resource List の例（東京大学史料編纂所） 

<urlset  

xmlns="http://www.sitemaps.org/schemas/sitemap/0.9" xmlns:rs="http://www.openarchives.org/rs/terms/"> 

<rs:md at="2022-05-18T18:29:25Z" capability="resourcelist" completed="2022-05-18T18:29:25Z "/> 

<url> 

<loc>https://www.hi.u-tokyo.ac.jp/di/resource/resourcesync/hi-T50/item195989.xml</loc> 

<lastmod>2022-05-18T18:27:13Z</lastmod> 

<rs:md hash="md5:1a9cfaad59ea958f9c8f31a2c48a6831" length="2745" type="application/xml"/> 

<rs:ln rel="describes" href="https://www.hi.u-tokyo.ac.jp/di/resource/resourcesync/hi-T50/item195989.xml"/> 

<rs:ln rel="profile" href="https://github.com/JPCOAR/schema/blob/master/1.0/"/> 

</url> 

～省略～

</urlset>

 Resource List の Resource として JPCOAR スキーマで記述された XML 形式のメタデータ

を指定してください。

Resource の例（東京大学史料編纂所） 

<jpcoar:jpcoar xmlns:datacite="https://schema.datacite.org/meta/kernel-4/" xmlns:dc="http://purl.org/dc/elements/1.1/" 

xmlns:dcndl="http://ndl.go.jp/dcndl/terms/" xmlns:dcterms="http://purl.org/dc/terms/" 

xmlns:jpcoar="https://github.com/JPCOAR/schema/blob/master/1.0/" 

xmlns:oaire="http://namespace.openaire.eu/schema/oaire/" xmlns:rdf="http://www.w3.org/1999/02/22-rdf-syntax-ns#" 

xmlns:rioxxterms="http://www.rioxx.net/schema/v2.0/rioxxterms/" xmlns:xsi="http://www.w3.org/2001/XMLSchema-
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instance" xsi:schemaLocation="https://github.com/JPCOAR/schema/blob/master/1.0/jpcoar_scm.xsd"> 

<dc:title xml:lang="ja">西御丸当番其外勤方留書</dc:title> 

<dc:title xml:lang="ja-Latn">nishiomarutobansonohokatsutomekatatomegaki</dc:title> 

<jpcoar:creator> 

<jpcoar:creatorName xml:lang="ja">阿部, 正右</jpcoar:creatorName> 

</jpcoar:creator> 

<jpcoar:contributor contributorType="Distributor"> 

<jpcoar:nameIdentifier nameIdentifierScheme="ISNI" 

nameIdentifierURI="http://isni.org/isni/0000000121877782">0000000121877782</jpcoar:nameIdentifier> 

<jpcoar:contributorName xml:lang="ja">東京大学史料編纂所</jpcoar:contributorName> 

<jpcoar:contributorName xml:lang="ja">Historiographical Institute, the University of 

Tokyo</jpcoar:contributorName> 

</jpcoar:contributor> 

<dcterms:accessRights rdf:resource="http://purl.org/coar/access_right/c_abf2">open access</dcterms:accessRights> 

<jpcoar:subject subjectScheme="NDC" xml:lang="ja">日本史</jpcoar:subject> 

<jpcoar:subject subjectScheme="NDC" xml:lang="en">General History of Japan</jpcoar:subject> 

<datacite:description descriptionType="Abstract" xml:lang="ja">宝暦２年５月４日初当番。 宝暦２年５月４日～６月 12

日</datacite:description> 

<datacite:description descriptionType="Other" xml:lang="ja">史資料: テキスト</datacite:description> 

<datacite:description descriptionType="Other" xml:lang="en">materials: text</datacite:description> 

<dc:language>jpn</dc:language> 

<dc:type rdf:resource="http://purl.org/coar/resource_type/c_0040">manuscript</dc:type> 

<jpcoar:identifier identifierType="URI">https://wwwap.hi.u-tokyo.ac.jp/ships/w01/detail/T50/01/001</jpcoar:identifier> 

<jpcoar:relation relationType="references"> 

<jpcoar:relatedIdentifier identifierType="Local">T50-1-1</jpcoar:relatedIdentifier> 

</jpcoar:relation> 

<jpcoar:relation> 

<jpcoar:relatedIdentifier identifierType="DOI">10.57459/hi.01.T50_01_001</jpcoar:relatedIdentifier> 

</jpcoar:relation> 

<dcterms:temporal>1752-06-15/1752-07-22</dcterms:temporal> 

</jpcoar:jpcoar> 

以上
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1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



01 図書館. 図書館情報学 Libraries. Library and information sciences 51 建設工学. 土木工学 Construction. Civil engineering
02 図書. 書誌学 Books. Bibliography 52 建築学 Architecture. Building
03 百科事典. 用語索引 General encyclopedias. General concordances 53 機械工学. 原子力工学 Mechanical engineering. Nuclear engineering
04 一般論文集. 一般講演集. 雑著 General collected essays. General miscellanies 54 電気工学 Electrical engineering
05 逐次刊行物. 一般年鑑 General serial publications. General yearbooks 55 海洋工学. 船舶工学. 兵器. 軍事工学 Maritime engineering. Weapons. Military engineering
06 団体. 博物館 General societies. Museums 56 金属工学. 鉱山工学 Metal and mining engineering
07 シャーナリズム. 新間 Journalism. Newspapers 57 化学工業 Chemical technology
08 叢書. 全集. 選集 General collections 58 製造工業 Manufactures
09 貴重品. 郷土資料. その他の特別コレクション Rare books. Local collections. Special collections

11 哲学各論 Special treatises on philosophy 61 農業 Agriculture
12 東洋思想 Oriental thought 62 園芸. 造園 Horticulture. Landscape gardening
13 西洋哲学 Western philosophy 63 蚕糸業 Sericulture. Silk industry
14 心理学 Psychology 64 畜産業. 獣医学 Animal husbandry. Veterinary medicine
15 倫理学. 道徳 Ethics. Morals 65 林業. 狩猟 Forestry. Hunting and shooting

66 水産業 Fishing industry. Fisheries
17 神道 Shinto 67 商業 Commerce
18 仏教 Buddhism 68 運輸. 交通. 観光事業 Transportation services. Tourist industry
19 キリスト教. ユダヤ教 Christianity. Judaism 69 通信事業 Communication services

21 日本史 General history of Japan 71 彫刻. オブジェ Sculpture. Plastic arts. Objet
22 アジア史. 東洋史 General history of Asia 72 絵画. 書. 書道 Painting. Pictorial arts. Shodo. Calligraphy
23 ヨーロッパ史. 西洋史 General history of Europe 73 版画. 印章. 篆刻. 印譜 Engraving. Seal engraving
24 アフリカ史 General history of Africa 74 写真. 印刷 Photography and photographs. Printing. Graphic arts
25 北アメリカ史 General history of North America 75 工芸 Industrial arts
26 南アメリカ史 General history of South America 76 音楽. 舞踊. バレエ Music. Theatrical dancing. Ballet
27 オセアニア史. 両極地方史 General history of Oceania. General history of Polar regions 77 演劇. 映画. 大衆芸能 Theater. Motion pictures. Public entertainments
28 伝記 General biography

31 政治 Political science 81 日本語 Japanese
32 法律 Law 82 中国語. その他の東洋の諸言語 Chinese. Other Oriental languages
33 経済 Economics 83 英語 English
34 財政 Public finance 84 ドイツ語. その他のゲルマン諸語 Germen. Other Germanic languages
35 統計 Statistics 85 フランス語. プロバンス語 French. Provençal
36 社会 Society 86 スペイン語. ボルトガル語 Spanish. Portuguese
37 教育 Education 87 イタリア語. その他のロマンス諸語 Italian. Other Romanic languages
38 風俗習慣. 民俗学. 民族学 Customs, folklore and ethnology 88 ロシア語. その他のスラブ諸語 Russian. Other Slavic languages
39 国防. 軍事 National defence. Military science 89 その他の諸言語 Other languages

41 数学 Mathematics 91 日本文学 Japanese literature
42 物理学 Physics 92 中国文学. その他の東洋文学 Chinese literature. Other Oriental literatures
43 化学 Chemistry 93 英米文学 English and American literature
44 天文学. 宇宙科学 Astronomy. Space sciences 94 ドイツ文学. その他のゲルマン文学 German literature. Other Germanic Literatures
45 地球科学. 地学 Earth sciences 95 フランス文学. プロバンス文学 French literature. Provençal literature
46 生物科学. 一般生物学 Biology 96 スペイン文学. ポルトガル文学 Spanish literature. Portuguese literature
47 植物学 Botany 97 イタリア文学. その他のロマンス文学 Italian literature. Other Romanic literatures
48 動物学 Zoology 98 ロシア・ソビエト文学. その他のスラブ文学 Russian literature. Other Slavic literatures

99 その他の諸言語文学 Literatures of other languages

別添２－２



別添３－１

委託費の経理管理について 

標記のことにつきまして、下記により、委託費を適正に管理してください。 

記 

１．委託費の経理 

（１）受託機関が委託費の支払いを受け入れた場合は、帳簿を備え、収入支出の額を記載

し、その内容を明らかにしておかなければなりません。これに関する証拠書類は、委

託業務完了年度の翌年度から５年間保管してください。 

また、日本学術振興会（以下、「振興会」という。）から、この委託契約に関する証

拠書類の閲覧の申し出があった場合には、これに応じなければなりません。 

（２）委託費から利子等の収入が生じた場合は、当該委託契約の経費（間接経費を除く）

として使用しなければなりません。また、支出報告に当たっても、当該収入を合算し

た額で報告してください。 

なお、これにより難い場合には、振興会に相談してください。 

（３）適切な経理処理のため、委託費に残額が見込まれる場合には、速やかに振興会と協

議してください。（協議後、必要に応じて返納の手続きを行います。） 

（４）委託費は消費税及び地方消費税を含みます。また、消費税額は、消費税法第28条第

１項及び第 29 条並びに地方税法第 72 条の 82 及び第 72 条の 83 の規定に基づき、委

託費（業務実施経費及び間接経費）に110分の10を乗じて得た額です。 

（５）委託業務の取組を実施するに当たって採択研究機関以外の参画する機関が取組を実

施する場合は、採択研究機関において参画する機関との間で本委託契約の一部を委託

する再委託契約を締結してください。 

 採択研究機関は、当該再委託に基づき再委託先における取組の進捗状況及び取組に

要する経費について管理してください。 

２．委託費の使途 

委託費の使途は、以下を参考として適切に管理してください。 

なお、経費の支出や手続き、取得した物品等の管理にあたっては、受託機関の規程等に

従ってください。 

（１）「実施経費（直接経費）」 

「実施経費（直接経費）」は、「物品費」、「人件費・謝金」、「旅費」、「その他」の経費

に区分します。 
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・物品費

本委託業務に必要な物品（設備備品、消耗品）を購入するための経費。 

・人件費・謝金

業務主任者以外の研究者及び専門技術員・研究補助者等の人件費、業務実施への

協力（資料整理、業務実施補助、翻訳・校閲、専門的知識の提供、関連資料の収集

等）をする者に係る謝金、報酬、賃金、給与、労働者派遣業者への支払いのための

経費（雇用契約を行う場合は、受託機関が契約の当事者となること）。

・旅費

事業に参画する者の海外・国内出張（関連資料収集、各種調査、業務実施に関す

る打ち合わせ、業務実施に関するセミナー等の実施等）のための経費。

・その他

上記のほか本委託業務を遂行するための経費（例：印刷費、複写費、現像・焼付

費、通信費（切手、電話等）、運搬費、会議費（会場借料、食事、弁当費用（アルコ

ール類を除く））、レンタル費用（コンピュータ、自動車、実験機器・器具等）、機器

修理費用、委託業務成果発表費用（学会誌投稿料、ホームページ作成費用、本委託

業務の成果公開用パンフレット作成費用等）、租税公課）。 

※支出できない経費

・建物等の施設に関する経費（不動産の取得に関する経費、研究機関の施設及び海

外オフィス等維持のための経費）

・研究機関で通常備えが必要な設備備品・事務用品を購入する経費

・委託業務遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費

・会議費でのアルコール飲料代

・学会等の懇親会費

・自己都合（受託機関の都合による場合を含む）による旅費や会場借料等のキャン

セル料

・本委託業務とは関係のない経費

・その他、間接経費を使用することが適切な経費

（２）間接経費 

間接経費は、当該委託業務の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費として、受託

機関が使用する経費です。「実施経費（直接経費）」の30％（端数が生じた場合、１円未

満を切り捨てとした額）に相当する額が間接経費として措置されます。 

間接経費の使途は、「競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針」（平成13年４月

20 日 競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ／令和３年 10 月１日改正）に

て示されている「間接経費の主な使途の例」を参考として、所属機関（受託機関）の責
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任の下、公正・適正かつ計画的・効率的に使用してください。 

（３）再委託 

 受託機関は、委託業務の全部を一括して又は企画、立案及び業務管理に該当する主た

る部分を第三者に委託してはなりません。ただし、主たる部分に該当しない業務であり、

受託機関からの申請により、委託業務の履行のために真にやむを得ない理由があると振

興会理事長が認めたものについては、受託機関の負担と責任において委託業務の一部を

第三者に再委託することができます。 

３．委託費の不正使用 

本委託費は、国民の貴重な税金等でまかなわれています。実施者及び研究機関は法令

等に従いこれを適正に使用する義務が課せられます。 

研究機関は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

（平成19年２月15日文部科学大臣決定、令和３年２月１日改正）の内容について遵守

する必要があります。 

実施者が不正使用等を行った場合に、振興会がとる措置の内容は別添４の「研究活動

の不正行為及び研究資金の不正使用等への対応に関する規程」（平成 18 年 12 月６日規

程第19号、令和４年３月11日改正）の第16条（措置の内容）に規定しています。 
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別添３－２

大項目 中項目 中項目の具体的な支出の例示
中項目の設定・

取扱等
特記事項

設備備品費
業務・事業の実施に必要な機械装置、工具器具備品等の購入、製造又はその据付等に要する経費。装置
等の改造（主として機能を高め、又は耐久性を増すための資本的支出）及びソフトウエア（機器・設備類に組み
込まれ、又は付属し、一体として機能するもの）を含む。

消耗品費

業務・事業の実施に直接要した以下に例示する資材、部品、消耗品等の購入経費。
　・ソフトウェア　※バージョンアップを含む
　・図書、書籍　※年間購読料を含む
　・パソコン周辺機器、CD-ROM、DVD-ROM等
　・実験動物、試薬、試薬キット、実験器具類
　・試作品
　等

人件費

業務・事業に直接従事した者の人件費で主体的に研究を担当する研究者の経費
　・ポスドク等、機関で直接雇用する研究員の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、住宅手
当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・特殊機器操作、派遣業者からの派遣研究員の費用
　・他機関からの出向研究員の経費
　等
業務・事業に直接従事した者の人件費で補助作業的に研究等を担当する者の経費
　・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシスタント
　・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣社員
　・技術補佐員、教務補佐員、事務補佐員、秘書
　等
＊人件費の算定にあたっては、研究機関の給与規程等によるものとする。

本事業においては、業務主任者以外の研究者
及び専門技術員・研究補助者等の人件費、業
務実施への協力（資料整理、業務実施補助、
翻訳・校閲、専門的知識の提供、関連資料の
収集等）をする者に係る報酬、賃金、給与、
労働者派遣業者への支払いのための経費（雇
用契約を行う場合は、受託機関が契約の当事
者となること）とする。

謝金

業務・事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費
　・研究運営委員会等の外部委員に対する委員会出席謝金
　・講演会等の謝金
　・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（講義・技術指導・原稿の執筆・査読・校正（外国語等）等）
　・データ・資料整理等の役務の提供への謝金
　・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱）
　・学生等への労務による作業代
　・被験者の謝金
　等
＊謝金の算定にあたっては、研究機関の謝金支給規程等によるものとする。

本事業においては、業務実施への協力（資料
整理、業務実施補助、翻訳・校閲、専門的知
識の提供、関連資料の収集等）をする者に係
る謝金とする。

旅費 旅費

旅費に関わる以下の経費
①業務・事業を実施するにあたり研究者及び補助員（学部学生・大学院生を含む）の外国・国内への出張又は
移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑費）。学会へ参加するための交通費、宿泊費、日当、旅行
雑費を含む。
②上記①以外の業務・事業への協力者に支払う、業務・事業の実施に必要な知識、情報、意見等の収集のた
めの外国・国内への出張又は移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑費）
③外国からの研究者等（大学院生を含む）の招へい経費（交通費、宿泊費、日当、滞在費、旅行雑費）
④研究者等が赴帰任する際にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、移転費、扶養親族移転費、旅行雑費）
　等
＊旅費の算定にあたっては、研究機関の旅費規程等によるものとする。
＊旅費のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料が認められる場合のみ）を含む。
＊「旅行雑費」とは、「空港使用料」「旅券の交付手数料」「査証手数料」「予防注射料」「出入国税の実費額」
「燃油サーチャージ」「航空保険料」「航空券取扱手数料」等をいう。

外注費

外注に関わる以下の経費
業務・事業に直接必要な装置のメンテナンス、データの分析等の外注にかかる経費
　・機械装置、備品の操作・保守・修理（原則として当事業で購入した備品の法定点検、定期点検及び日常のメ
ンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を行うことを含む）等の業務請負
　・実験動物等の飼育、設計（仕様を指示して設計されるもの）、試験、解析・検査、鑑定、部材の加工等の業
務請負
　・通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調査等の業務請負（業者請負）
　等
＊「再委託費・共同実施費」に該当するものを除く

印刷製本費
業務・事業にかかる資料等の印刷、製本に要した経費
　・チラシ、ポスター、写真、図面コピー等研究活動に必要な書類作成のための印刷代
等

会議費

業務・事業の実施に直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催に要した経費
　・研究運営委員会等の委員会開催費
　・会場借料
　・国際会議の通訳料
　・会議等に伴う飲食代・レセプション代（アルコール類は除く）
　等

本事業においては、自己都合（受託機関の都
合による場合を含む。）による会場借料等の
キャンセル料は支出できない。

通信運搬費

業務・事業の実施に直接必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・電話料
　・電話料、ファクシミリ料
　・インターネット使用料
　・宅配便代
　・郵便料
　等

光熱水料 業務・事業の実施に使用する機械装置等の運転等に要した電気、ガス及び水道等の経費

その他
（諸経費）

上記の各項目以外に、業務・事業の実施に直接必要な経費
　・物品等の借損（賃借、リース、レンタル）及び使用にかかる経費、倉庫料、土地・建物借上料、圃場借料
　・研究機関内の施設・設備使用料
　・学会参加費（学会参加費と不可分なランチ代・バンケット代を含む。学会に参加するための旅費は『旅費』に計
上）
　・学会参加費等のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料が認められる場合のみ）
　・研究成果発表費（論文審査料・論文投稿料（論文掲載料）・論文別刷り代、成果報告書作成・製本費、テ
キスト作成・出版費、ホームページ作成費等）
　・広報費（ホームページ・ニュースレター等）、広告宣伝費、求人費
　・保険料（業務・事業に必要なもの）
　・振込手数料
　・データ・権利等使用料（特許使用料、ライセンス料（ソフトウェアのライセンス使用料を含む）、データベース使用
料等）
　・特許関連経費
　・薬事相談費
　・薬品・廃材等処理代
　・書籍等のマイクロフィルム化・データ化
　・レンタカー代、タクシー代（旅費規程により『旅費』に計上するものを除く）
　等

本事業においては、以下の経費については支
出できない。
・建物等の施設に関する経費（不動産の取得
に関する経費、研究機関の施設及び海外オ
フィス等維持のための経費）
・研究機関で通常備えが必要な設備備品・事
務用品を購入する経費
・委託業務遂行中に発生した事故・災害の処
理のための経費
・学会等の懇親会費
・本委託業務とは関係のない経費
・その他、間接経費を使用することが適切な
経費

消費税相当額
（委託費のみ）

「人件費のうち通勤手当を除いた額」、「外国旅費・外国人等招へい旅費のうち支度料や国内分の旅費を除い
た額」、「諸謝金」及び「保険料」の１０％に相当する額等、消費税に関して非（不）課税取引となる経費

直接経費に対して一定比率で手当され、競争的研究費による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な
経費として、被配分機関が使用する経費。

委託先が委託業務の一部をさらに第三者に委託又は第三者と共同で実施するための経費（間接経費相当分
を含む）

本事業においては、委託業務の全部又は主た
る部分を一括して第三者に委託することはで
きない。

府省共通経費取扱区分表

再委託費・共同実施費

直
接
経
費

物品費

人件費
・謝金

その他

間接経費

制度・事業名：人文学・社会科学データインフラストラクチャー強化事業



研究活動の不正行為及び研究資金の不正使用等への対応に関する規程 

平 成 １ ８ 年 １ ２ 月 ６ 日

規 程 第 １ ９ 号  

＊「不正使用等への対応に関する規程」は 

平成 20年 3月 28日規程第 3号により制定 

改正 平成２５年３月１３日規程第４号 

改正 平成２７年４月１日規程第３号 

改正 平成２８年３月３１日規程第３５号 

改正 平成２９年８月８日規程第３４号 

改正 平成３０年３月３１日規程第４０号 

改正 令和４年３月１１日規程第６号 

（趣旨） 

第１条 科学研究における不正行為や研究者等による競争的研究費等の不正使用等は、科学を冒涜し、そ

の発展を妨げるものであるとともに、人々の科学への信頼を揺るがし、貴重な国費を浪費するものであ

る。その観点から、独立行政法人日本学術振興会（以下、「振興会」という。）は、「研究活動における

不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成２６年８月２６日文部科学大臣決定）（以下、「研究

活動のガイドライン」という。）、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準）」（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定。令和３年２月１日改正）（以下、「管理・監査のガイ

ドライン」という。）及び「競争的研究費の適正な執行に関する指針」（平成１７年９月９日競争的研究

費に関する関係府省連絡会申し合わせ、令和３年１２月１７日改正）に基づき、研究資金を活用した研

究活動における不正行為及び研究資金の不正使用等への対応並びに研究機関における組織としての管理

責任の履行の確保に関する取扱いについて、振興会の担う業務に応じて必要な事項を定め、研究活動の

公正性を厳正に確保すること及び貴重な国費を原資とする研究費に込められた国民の負託に応えること

とする。 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、「研究活動のガイドライン」及び「管理・監査のガイドライン」

で定められたもののほか、次の各号のとおりとする。 

（１）「研究資金」とは、振興会が交付する全ての競争的研究費、研究奨励金及び委託費等をいう。

（２）「不正行為」とは、研究者倫理に背馳し、研究活動及び研究成果の発表において、その本質ないし本

来の趣旨を歪め、科学コミュニティの正常な科学的コミュニケーションを妨げる行為をいい、そのう

ち故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによる、投稿論文など

発表された研究成果の中に示されたデータや調査結果等の捏造、改ざん及び盗用を「特定不正行為」

という。 

別添４
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（３）「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失による研究資金の他の用途への使用又は研究資金の交

付の決定の内容若しくはこれに付した条件に違反した使用をいう。

（４）「不正使用等」とは、不正使用及び偽りその他不正な手段により研究資金の交付を受けることをい

う。

（５）「組織としての管理責任の履行」とは、「研究活動のガイドライン」及び「管理・監査のガイドライ

ン」が示す、特定不正行為及び不正使用に対応するため研究機関が行う適切な管理体制の整備をいう。 

（対象となる研究活動） 

第３条 対象となる研究活動は、研究資金の配分により行われる全ての研究活動とする。 

（対象となる研究者等） 

第４条 対象となる研究者等は、研究資金の交付を受けて研究活動を行っている研究者・研究グループ等

とする。 

（対象となる研究機関） 

第５条 対象となる研究機関は、研究資金の交付を受けている研究者等が所属する研究機関又は研究資金

を受けている研究機関とする。 

（告発等の受付） 

第６条 特定不正行為又は不正使用等に関する告発又は告発の意思を明示しない告発に関する相談等（以

下、「告発等」という。）は、原則として、被告発者が所属する（どの研究機関にも所属していないが専

ら特定の研究機関の施設・設備を使用して研究する場合を含む。以下同じ。）研究機関（被告発者が振興

会特別研究員の場合は当該者が専ら研究活動を行う受入れ研究機関とする。以下同じ。）が受け付ける。

ただし、振興会は、被告発者が研究機関に所属していない場合又はそれ以外であっても特別な事情があ

ると判断した場合には、告発等を行う者（以下、「告発者等」という。）からの告発等を受け付けること

ができる。 

（告発等受付窓口の設置） 

第７条 振興会は、第６条ただし書きの場合に備えて、告発等を受け付ける窓口を監査・研究公正室に設

置し、以下により告発等を受け付ける。 

（１）告発等は、書面、電話、ＦＡＸ、電子メール又は面談により受け付ける。

（２）監査・研究公正室は、告発等があったとき、告発者等の所属・氏名・連絡先、特定不正行為又は不正

使用等を行ったとする研究者等、特定不正行為又は不正使用等の態様、特定不正行為とする科学的な

合理性のある根拠あるいは不正使用等とする合理的な根拠、使用された研究資金の種別・名称、振興

会以外の機関に対する告発等の有無、告発者等が秘匿したい事項等について把握するとともに、告発

者等に対し第２０条の内容を伝達する。 
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（３）告発等が監査・研究公正室以外の部課室にあったときは、当該部課室は速やかに監査・研究公正室

に連絡する。

（４）監査・研究公正室は、受け付けた告発等に係る研究資金の種別に応じて、当該告発等の内容を当該

研究資金担当課に連絡する。

（告発等の移送） 

第８条 振興会は、告発等がなされた事案に関する研究資金の配分主体が振興会以外の資金配分機関であ

るときは、当該資金配分機関に事案を移送し、告発者等にこの旨通知する。 

（告発等の取扱い） 

第９条 告発等の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）振興会は、原則として、特定不正行為又は不正使用等を行ったとする研究者等、特定不正行為の態

様が明示され、かつ特定不正行為とする科学的な合理性のある根拠あるいは不正使用等とする合理的

な根拠が示されている告発等のみを受理する。

（２）振興会は、特定不正行為については、原則として顕名による告発等のみを受理する。ただし、匿名の

告発等によるものであっても、その内容に応じ、顕名の告発等による場合に準じた取扱いをすること

ができる。 

（３）振興会は、報道や学会等の研究者コミュニティにより特定不正行為又は不正使用等の疑いが指摘さ

れた場合には、告発等があった場合に準じた取扱いをすることができる。

（４）振興会は、受け付けた告発等について、振興会が当該告発等に係る事案の調査・事実確認（以下、単

に「調査」という。）を行うべき機関に該当しないときは、第１１条第１項に規定する調査機関に該当

する研究機関に当該告発を回付し、回付された研究機関に対して当該研究機関に告発等があったもの

として当該告発等を取り扱うよう通知する。また、ほかにも調査機関が想定される場合は、該当する

研究機関に当該告発等について通知する。 

（告発者等・被告発者の秘密保持） 

第１０条 振興会は、告発者等、被告発者、告発等の内容及び当該告発等に係る事案の調査の内容につい

て、調査結果の公表まで、秘密保持を徹底する。 

２ 前項の規定にかかわらず、振興会は、調査事案が漏えいした場合、告発者等及び被告発者の了解を得

て、調査中の調査事案について公に説明することができる。ただし、告発者等又は被告発者の責により

漏えいした場合は、当人の了解は要しない。 

（告発等に係る事案の調査） 

第１１条 告発等に係る事案については、原則として現に被告発者が所属する研究機関若しくは告発等を

された事案に係る研究活動を行った際に所属していた研究機関又は被告発者が当該告発等をされた事案

に係る研究活動を行っていた研究機関（以下、「調査機関」という。）が調査を実施する。 
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２ 振興会は、調査機関から調査の実施の決定その他の報告を受けた場合は、当該調査機関における調査

が適切に実施されるよう、必要に応じて指示を行うとともに、速やかにその事案の全容を解明し、調査

を完了させるよう要請する。 

３ 被告発者が調査開始のとき及び告発等をされた事案に係る研究活動を行っていたときの双方の時点で

いかなる研究機関にも所属していなかった場合や、第１項に規定する調査機関による調査の実施が極め

て困難であると振興会が認める場合は、当該事案に係る研究資金担当課が第１項の調査を実施する。 

４ 前項に規定する調査に関し必要な事項については、別に定める。 

（調査中等における一時的措置） 

第１２条 振興会は、被告発者に対し、調査機関による調査結果の報告を受けるまでの間又は前条第３項

に規定する調査の結果が確定するまでの間、当該事案に係る研究資金の執行停止を命ずることができる

ほか、被告発者に交付決定した当該事案に係る研究資金の交付停止、被告発者から別に応募・申請され

ている研究資金の採択の決定又は交付決定を保留することができる。 

２ 前項に限らず、振興会は、特定不正行為又は不正使用等の一部が認定された場合、又は被告発者が自

らの責任を果たさないことにより調査結果の報告が遅延している場合は、被告発者に係る研究資金につ

いて採択又は交付決定の保留、交付停止、関係機関に対する執行停止の指示等を命ずることができる。 

（特定不正行為若しくは不正使用等が認定された者又は組織としての管理責任が履行されていない研究機

関に対する措置） 

第１３条 次の各号の場合、理事長はただちに必要な措置を執る。 

（１）調査の結果、特定不正行為又は不正使用等があったと認定された場合

（２）調査機関が、振興会が所管する競争的研究費に係る告発等の最終報告書を次のイからハで定める期

限内に提出しない場合

イ 特定不正行為に係る調査においては当該調査機関の規程等を踏まえた調査期限内

ロ 不正使用に係る調査においては告発等を受け付けた日から２１０日以内

ハ イ、ロに限らず、報告書遅延に合理的な理由があると振興会が認めた場合は、別に設けた期限内

（３）文部科学省が、「研究活動のガイドライン」及び「管理・監査のガイドライン」に基づき研究機関に

対し、体制整備等の不備について改善事項及びその履行期限を示した管理条件について、その履行が

認められないと判断した場合 

（４）文部科学省が、「管理・監査のガイドライン」に基づき研究機関における体制整備に重大な不備があ

ると判断した場合又は研究機関における体制整備の不備による不正使用と認定した場合 

（特定不正行為が認定された者に対する措置を検討する体制等） 

第１４条 特定不正行為があったと認定された場合、理事長は、研究活動の特定不正行為に係る対応措置

を検討する委員会（以下、「検討委員会」という。）に対し、対応措置の検討を求める。 

２ 理事長は、検討委員会が調査機関等の認定に基づき、当該被認定者に対して執るべき措置について検
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討した結果の報告を受けて措置を決定する。なお、当該被認定者の弁明の聴取及び措置決定後の不服申

立ての受付は行わない。 

３ 検討委員会の所掌事務及び組織等については、別に定める。 

（措置の対象者） 

第１５条 措置の対象者は次の各号のとおりとする。 

（１）特定不正行為に関する措置の対象者は、次のイからロのとおりとする。

イ 特定不正行為に関与したと認定された者

ロ 特定不正行為に関与したとまでは認定されないものの、特定不正行為があったと認定された研究に

係る論文等の責任者としての注意義務を怠ったこと等により、当該論文等の内容について一定の責任

を負う者として認定された著者

（２）不正使用等に関する措置の対象者は、次のイからハのとおりとする。

イ 不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者

ロ 偽りその他不正な手段により研究資金の交付を受けていた研究者及びそれに共謀した研究者

ハ 不正使用に直接関与していないが、善良な管理者の注意をもって事業を行うべき義務（以下、「善

管注意義務」という。）に違反して使用を行った研究者

（措置の内容） 

第１６条 理事長が第１３条第１号で執る措置の内容は、次のとおりとする。 

（１）事案に応じて、当該研究資金の交付決定を取り消すとともに、既に配分された研究資金の一部又は

全部を返還させる。

（２）措置の対象者が研究代表者として応募・申請している課題は採択しない。研究分担者となっている

ものについては、当人を除外しなければ採択しない。

（３）措置の対象者に交付している研究資金がある場合、当該研究資金制度の定めに基づき、未使用の研

究資金について返還させる。

（４）措置の対象者に対し、一定の期間、研究資金を交付しない。交付しない期間は、原則として、措置が

執られた年度の翌年度以降、特定不正行為の場合は別表１、不正使用等の場合は別表２に定める期間

とする。 

（５）前号の規定にかかわらず、科学研究費助成事業に係る補助金等を交付しない期間等については別に

定める。

２ 理事長は、第１３条第２号から第４号で執る措置として、「研究活動のガイドライン」又は「管理・監

査のガイドライン」の定めるところにより、競争的研究費の間接経費措置額の削減又は配分の停止を行

う。 

（対象研究資金以外のものに係る特定不正行為及び不正使用等） 

第１７条 振興会は、本規程が対象とする研究資金に加え、次の各号において特定不正行為又は不正使用
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等により一定の期間申請及び参加資格を制限する措置を受けた研究者について、当該措置の期間、研究

資金を交付しない。 

（１）国の行政機関及び独立行政法人が交付する競争的研究費

（２）前号に該当するものを除く「研究活動のガイドライン」及び「管理・監査のガイドライン」対象制度 

（３）「研究活動のガイドライン」が規定する基盤的経費

（措置の通知、報告） 

第１８条 振興会は、決定した措置及びその対象者等について、告発者等、措置の対象者及び対象研究機

関、並びに措置の対象者が所属する研究機関に通知する。 

２ 振興会は、決定した措置について、文部科学省に速やかに報告する。 

（措置内容の公表） 

第１９条 振興会は、措置を決定したときは、原則として、これを速やかに公表する。 

（悪意に基づく告発等への対応） 

第２０条 振興会は、告発等が悪意に基づくものであることが判明した場合は、当該告発者等の氏名の公

表、刑事告発等を行うことができる。 

（措置と訴訟との関係） 

第２１条 措置後に訴訟が提起された場合、措置の内容が不適切であるとする内容の裁判所の判断が確定

しない限り、措置を継続する。措置前に訴訟が提起された場合にも、措置を行うための合理的かつ客観

的な根拠が確認された場合は、訴訟の結果を待たずに措置を行うことができる。 

２ 措置後の訴訟において認定が不適切とされた場合、措置内容の一部又は全てを撤回するものとする。 

３ 前項において、研究資金の返還がなされていた場合は、措置の対象となった研究の状況に応じて再交

付するか否か検討し判断する。 

（措置内容等の公募要領等への記載） 

第２２条 振興会は、特定不正行為若しくは不正使用等を行った又は組織としての管理責任の履行を怠っ

た場合にとる措置の内容及び措置の対象となる研究者等の範囲について、あらかじめ研究資金の公募要

領及び委託契約書（附属資料を含む。）等に記載し、研究者等及び研究機関に周知する。 

（雑則） 

第２３条 本規程に定めるもののほか、振興会の特定不正行為又は不正使用等への対応に関し必要な事項

は、別に定める。 

附 則（平成１８年規程第１９号） 
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この規程は、平成１８年１２月６日から施行する。 

附 則（平成２５年規程第４号） 

１ この規程は、平成２５年３月１３日から施行する。 

２ 平成２５年４月１日よりも前に不正使用を行った者に対する振興会の所管するすべての研究資金を交

付しない期間は、措置が執られた年度の翌年度以降、次の範囲内で不正使用の内容を勘案し相当と認め

られるものとする。 

（１）研究資金により実施する研究事業等に関連する研究等の遂行に使用した場合は１～２年間

（２）（１）を除く、研究等に関連する用途に使用した場合は１～３年間 

（３）研究等に関連しない用途に使用した場合は１～４年間

（４）虚偽の請求に基づく行為により現金を支出した場合は１～４年間

（５）（１）から（４）にかかわらず、個人の経済的利益を得るために使用した場合は５年間 

３ この規程の施行日から平成２５年３月３１日までの間、第７条中「総務企画部」とあるのは、「総務

部」と読み替えるものとする。 

４ 競争的資金等の不正使用等への対応に関する規程（平成２０年規程第３号）は廃止する。 

附 則（平成２７年規程第３号） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 第１２条第２項、第１３条第２号及び第１７条第２号、第３号は、不正使用においては、平成２６年

４月１日以降に配分した研究資金を対象とし、特定不正行為においては、平成２７年４月１日以降に配

分した研究資金を対象とする。 

附 則（平成２８年規程第３５号） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年規程第３４号） 

この規程は、平成２９年８月８日から施行する。 

附 則（平成３０年規程第４０号） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年規程第６号） 

この規程は、令和４年３月１１日から施行する。 
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別表１（第１６条第１項第４号特定不正行為関係） 

措置の対象者 特定不正行為の程度 
交 付し ない

期間 

特 定 不 正

行 為 に 関

与した者 

１．研究の当初から特定不正行為を行

うことを意図していた場合など、特に

悪質な者 

１０年 

２．特定不正行

為があった研究

に係る論文等の

著者 

当該論文等の責任を

負う著者（監修責任

者、代表執筆者又は

これらの者と同等の

責任を負うと認定さ

れた者） 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が大きく、又は行

為の悪質性が高いと判断される

もの 

５～７年 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が小さく、又は行

為の悪質性が低いと判断される

もの 

３～５年 

上記以外の著者 ２～３年 

３．１．及び２．を除く特定不正行為

に関与した者 

２～３年 

特定不正行為に関与していないものの、特定不正行

為があった研究に係る論文等の責任者としての注意

義務を怠ったこと等により、当該論文等の内容につ

いて一定の責任を負う著者（監修責任者、代表執筆

者又はこれらの者と同等の責任を負うと認定された

者） 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が大きく、又は行

為の悪質性が高いと判断される

もの 

２～３年 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が小さく、又は行

為の悪質性が低いと判断される

もの 

１～２年 
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別表２（第１６条第１項第４号不正使用等関係） 

措置の対象者 不正使用の程度 交付しない期間 

Ⅰ 不正使用を行った研究者及

びそれに共謀した研究者 

１．個人の利益を得るための私的流用 １０年 

Ⅱ 不正使用を行った研究者及

びそれに共謀した研究者 

２． 

１．以外 

① 社会への影響が大きく、行為

の悪質性も高いと判断される

もの

５年 

② ①及び③以外のもの ２～４年 

③ 社会への影響が小さく、行為

の悪質性も低いと判断される

もの

１年 

Ⅲ 偽りその他不正の手段によ

り研究資金の交付を受けた研究

者及びそれに共謀した研究者 

－ ５年 

Ⅳ 不正使用に直接関与してい

ないが善管注意義務に違反して

使用を行った研究者 

－ 善管注意義務を有す

る研究者の義務違反

の程度に応じ、上限

２年、下限１年 

なお、以下に該当すると判断された者に対しては、「厳重注意」の措置を講ずる。 

（１）上記Ⅱのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額

な場合。

（２）上記Ⅳのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された場合。
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